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第１章 事業の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１．事業の背景と目的 

  

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災において「民間事業者の質を高める」一般社団法人

全国介護事業者協議会（以下、当協議会）では、石巻市や女川町といった被災地の在宅介護事業

者に対して介護職員や訪問入浴車両などを派遣し、3 月末～8 月下旬まで、全国の会員事業者が協

力して避難所での介護サービスの提供など継続的な支援活動を実施した。その支援活動を通じ、

災害発生直後から復旧期にいたる時期における被災地の在宅介護サービス提供体制の維持、ひい

ては被災した要介護者等の QOL（生活の質）の維持・改善に一定の役割を果たしたと考えている。 

支援事業者と支援を受け入れる被災事業者、地域行政、社会福祉協議会などとの連携や在宅介

護事業者の事業再開と経営再建に対する支援など組織間レベルでの調整面等で課題があったと認

識している。 

また、現場レベルで支援に携わった職員からも、今後の大規模災害発生時に備え、今回の支援

活動の内容を教訓として、被災地で求められるスタッフのスキルや施設入所者とは異なる在宅介

護サービス利用者に対して支援を行う上での課題や留意点について具体的な指針を整理すべきと

の意見が多数寄せられている。 

東日本大震災の発生を受け、2012 年度では、「被災地の介護事業者や高齢者に対していかに支

援を行うべきか」、あるいは「平時から災害に対してどのような備えをしておくべきか」という視

点などから多くの調査が実施された。その結果、例えば、施設系サービスを対象とした BCP プラ

ン（緊急時事業継続計画）の策定のあり方や、政策レベルでの提言などを取りまとめた研究成果

が公開され、当該テーマについては一定の知見の蓄積が進んだものと考えている。 

しかし、その一方で、被災した在宅介護事業者を対象として、支援を受け入れる被災事業者側

の混乱を考慮した支援のあり方や人材等を派遣する支援の送り手側で生じた課題、被災地と支援

の送り手側との間に立ちコーディネーターとして機能することが期待される行政や地域の社会福

祉協議会などの団体の内部で生じた混乱の内容は、十分な検証が行われていないと推察される。 

上述のような課題の洗い出しを行った上で対応策を整理し、支援を受け入れる被災事業者、支

援の送り手となる事業者などにとって、現場で実際に活用可能なレベルにまで落とし込んだ具体

的な指針などは作成されていないと感じている。 

そこで、当協議会では、被災地の在宅介護の現場で実際に支援を行った経験と全国的なネット

ワークを有する強みを生かし、下記の点を目的とした調査研究事業を実施した。 

 

○東日本大震災の被災地における在宅介護事業者の支援ニーズおよび被災事業者に対する支援意

向、支援受け入れ・支援実施時における課題等に関する実態の把握（経営および現場レベルの

課題等の実態把握）。 

○災害発生直後から復旧期において生じた被災事業者および支援事業者、被災地の行政や社協等

の組織間連携上の混乱・課題に関する実態の把握。 

○上記で把握した実態を踏まえ、課題等への対応策を整理し、被災事業者、支援事業者、行政な

どの具体的な行動指針を取りまとめたマニュアル（現場で活用可能なマニュアル）の作成。 

○本年度の調査研究成果の普及・啓発を通じた、被災地での在宅介護サービスの質と要介護者の

QOL の向上、将来に備えた介護事業者の災害対応意識の向上。 
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２．事業の内容 

  

本事業実施においては、被災地における在宅介護事業者における被災ならびに支援の現状と課

題を広く把握することを目的に、被災地域を含む全国の 1,320 事業者に対して、アンケート調査

を実施し、実態と課題を把握した。 

また、被災地の在宅介護事業における課題および被災地への支援を行った事業者の課題を詳細

に把握することを目的として、被災された事業者や自治体、支援を実施した事業者に対して、ヒ

アリング調査を実施し、実態と課題を把握した。 

 上記の結果および、新聞や論文、専門雑誌等による文献調査の結果をもとに、有識者検討委員

会（座長：東北福祉大学小笠原浩一教授）およびワーキンググループで議論を踏まえた上で、「災

害対応マニュアル」を作成した。 

 災害対応マニュアルを作成後は、シンポジウムを開催し、マニュアルを配布したうえで、本研

究事業の結果を普及・啓発を行い、被災地での在宅介護サービスの質と要介護者の QOL の向上、

将来に備えた介護事業者の災害対応意識の向上に努めた。 

 

【本事業実施フロー図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅介護事業者アンケート
（全国1,320事業者を対象）

被災・支援事業者ヒアリング
（全国15機関程度） 文献調査

有識者検討委員会
ワーキンググループ

災害対応マニュアルの作成

シンポジウムの開催
災害対応マニュアルの配布

報告書の作成
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①有識者検討委員会およびワーキンググループの設置 

・目的：アンケート調査およびヒアリング調査内容の検討、災害対策マニュアルの内容の検討等 

 

・有識者検討委員会：学識経験者・在宅介護事業者等、4 名で構成 

・開催回数：4 回 

・ワーキンググループ：在宅介護事業・企画制作会社・シンクタンク等 8 名で構成 

・開催回数：7 回 

 

②在宅介護サービス事業者アンケート調査の実施 

・対象：全国の民間の在宅介護サービス事業者（1,320 件） 

・調査項目：法人全体および在宅介護事業の状況、被災地立地事業者の支援の受入状況、被災地

立地事業者の支援を受けた際の課題、被災事業者に対する支援を行った事業者の支援の内容、 

被災事業者に対する支援を行った事業者の支援実施時の課題  等 

 

③ヒアリング調査の実施 

・対象：東日本大震災で被災を受けた事業者および自治体、被災した事業者に対して支援を実施

した事業者（15 件） 

・調査項目： 

【被災事業者および自治体】 

被災の状況と発災直後の混乱について、福祉サービスの継続に向けた課題と対応策について、

外部からの支援の受け入れ状況について、今後に向けた教訓・備えについて  等 

【支援事業者】 

 支援活動の概要（支援先、支援内容、支援体制など）について、支援時に自法人内および支援

先で生じた課題について、より支援を行ないやすくするために必要と考えることについて 等 

 

④災害対策マニュアルの作成 

・アンケート集計結果およびヒアリング集計結果、文献調査を通じて、課題や対応策について抽

出し、有識者検討委員会およびワーキンググループにて、調査結果から導き出された内容につ

いて検討した上で、災害対策マニュアルの構成を作成。 

・災害対策マニュアルの構成・内容等について、有識者検討委員会およびワーキンググループで

検討した後、マニュアルを作成。 

 

⑤シンポジウムの開催 

・災害対策マニュアルを作成後、被災地での在宅介護サービスの質と要介護者の QOL の向上、将

来に備えた介護事業者の災害対応意識の向上を目的に、本研究事業の成果の普及・啓発する手

段として、2012 年 3 月に東京にてシンポジウムを開催。 

 

8



 

３．事業の実施体制 
 
有識者検討委員会およびワーキンググループの構成は、下記の通りである。 

 
◆有識者検討委員会 委員 

氏名 所属 

小笠原 浩一（委員長） 東北福祉大学大学院総合福祉学研究科 教授・経済学博士 

馬袋 秀男 
株式会社ジャパンケアサービスグループ 代表取締役社長 

民介協 理事長 

佐藤  優治 
株式会社ソラスト 専務執行役員兼福祉事業本部長 

民介協 副理事長 

扇田  守  民介協 専務理事 

 

◆ワーキンググループ メンバー 

氏名 所属 

渡邊  智仁 ぱんぷきん株式会社 常務取締役兼事業本部長 

大向 一成 株式会社ジャパンケアサービス東北本部 

今村  あおい 株式会社新生メディカル 取締役部長 

田口  勝  株式会社ソラスト 

森田  茂生 年友企画株式会社 代表取締役 

迫田  三佳 年友企画株式会社 

添野  好一 株式会社浜銀総合研究所 主任研究員  

田中  知宏 株式会社浜銀総合研究所 副主任研究員 
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◆有識者検討委員会およびワーキンググループの開催実績 

回 開催日時 内容 

第 1回有識者検討委員会 

第 1回ワーキンググループ 

2012 年 7 月 20 日 

13：00～15：00 

・事業概要の説明 

・目的・スケジュールの説明 

・委員長、各委員の紹介 

・ヒアリング実施先の検討及び内容の検討 

・アンケート配布先及び内容の検討 

第 2回ワーキンググループ 
2012 年 8 月 3日 

13：00～15：00 

・アンケート内容の検討 

・ヒアリング実施先の決定 

第 2回有識者検討委員会 

第 3回ワーキンググループ 

2012 年 10 月 3 日 

18：00～20：00 

・アンケート内容決定 

・ヒアリング調査の途中経過報告 

第 4回ワーキンググループ 
2012 年 11 月 21 日 

15：00～17：00 

・アンケート調査の途中経過報告 

・ヒアリング調査の結果報告 

第 3回有識者検討委員会 

第 5回ワーキンググループ 

2013 年 1 月 11 日 

13：00～15：00 

・アンケート集計結果報告 

・災害対策マニュアルの構成案、内容確認 

第 6回ワーキンググループ 
2013 年 2 月 4日 

13：00～15：00 

・災害対策マニュアルの構成、内容確認 

・シンポジウムのスケジュール等について 

第 4回有識者検討委員会 

第 7回ワーキンググループ 

2013 年 3 月 16 日 

10：00～12：00 

・シンポジウムの進行打ち合わせ 

・事業報告書作成内容について 
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第２章 アンケート調査およびヒアリング調査の

概要 

 
 



１．アンケート調査の概要  

 

①調査概要 

○調査名 

「東日本大震災への対応に関するアンケート調査」 
 
○調査目的 

 東日本大震災後に被災された在宅介護サービス事業者における支援の受入状況やその内容及び

課題を把握するとともに、被災された介護サービス事業者に対して支援を実施した在宅介護サー

ビス事業者の支援内容及び課題等に関する実態や課題等を広く把握することを目的に調査を実施。 
 
○調査方法 

郵送法（郵送によるアンケート調査票送付及び回収） 
 
○調査実施期間 

 2012 年 10 月 24 日（水）～2012 年 11 月 22 日（木） 
 

○調査対象 

 在宅介護サービスを実施している民間の事業者 
 

○配布件数 

 1,320 件 

（内訳） 

・民介協に加盟している事業者：439 件（全会員） 

・災害救助法対象地域（ただし、東京都を除く）に事業所を立地している民間の事業者：761 件 

・その他介護業界団体に所属している事業者：120 件 
 

○調査項目 

・法人全体および在宅介護事業の状況について 

・被災地立地事業者の支援の受入状況について 

・被災地立地事業者の支援を受けた際の課題について 

・被災事業者に対する支援を行った事業者の支援の内容について 

・被災事業者に対する支援を行った事業者の支援実施時の課題について 

 

○回収状況 

配布数 回収数 無効回答数 有効回答数 有効回答率 

1,320 件 353 件 1 件 352 件 26.7％ 

②調査票 

（次頁より掲載） 
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本調査票は、『民間事業者の質を高める』一般社団法人全国介護事業者協議会（理事長：馬袋秀男）が、厚

生労働省「平成 24 年度老人保健健康増進等事業」の補助金を活用して実施する「災害発生時における在宅

介護サービス事業者に対する支援のあり方に関する調査研究」に関する内容となっております。 

 

～調査票へのご記入にあたってのお願い～ 
 

(1)本調査は、可能な限り、代表者様がお答え下さい。 

(2)調査票は本ページを含め１９ページあります。 

(3)本調査は、事業者様の被災状況、被災地への支援状況により、回答して頂く設問が異な

ります。 

(4)特にことわり書きがない場合、2012 年 9 月末現在の状況をお答え下さい。 

(5)ご回答頂いた調査票は、お手数ですが、同封致しました返信用封筒（切手不要）に入

れて、２０１２年 11 月 5 日（月）までにご投函頂きますようお願い致します。 

 

◆ご回答結果の活用方法について 

○成果報告会（無料）の開催 

 本調査の成果については、2013 年 3 月に東京で成

果報告会（参加費無料）を開催いたします。 

【成果報告会プログラム（案）】 

議題 講師 

① 基調講演 東北福祉大学小笠原浩一教授 

② 大規模災害対応マニュ

アルの概要説明 
(株)浜銀総合研究所研究員 

③ パネルディスカッション 【支援事業者】 

(株)ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｱｻｰﾋﾞｽ大向氏 

(株)新生メディカル今村氏 

【被災事業者】 

(株)ぱんぷきん(石巻市)渡邊氏 

※講師や内容は変更となる場合もあります。 

 

○大規模災害時対応マニュアルの作成・公開 

 本調査の成果を踏まえ作成する「災害発生時にお

ける被災事業者・支援事業者・自治体等の連携と在

宅介護サービスの確保に向けた対応マニュアル」

を、来年度の早い段階で民介協のホームページに掲

載致しますので、是非ご覧ください。 

【事例集のイメージ（過去に実施した調査の成果物）】 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

『民間事業者の質を高める』 

一般社団法人  全国介護事業者協議会（略称：民介協） 

〒101-0047 東京都千代田区内神田２－５－３ 児谷ビル３階 

TEL：03-5289-4381 FAX：03-5289-4382 

東日本大震災への対応に関するアンケート調査

■調査委託先（調査票の内容に関するお問い合わせ先） 

株式会社浜銀総合研究所 「東日本大震災への対応に関するアンケート調査」 

 担当：小泉・田中・加藤(善) 

〒220－8616 神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１ 横浜銀行本店ビル４階 

TEL：045-225-2372／FAX：045-225-2197／電子メール：kaigo-knowledge@yokohama-ri.co.jp  
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 2 

Ⅰ．東日本大震災による被災状況について 

問１．貴法人は、東日本大震災における被災地域（※東京都を除く災害救助法適用地域。対象

地域は別紙参照）で、事業を展開していましたか。 また、震災により人的、物的、金銭的な

影響を受けましたか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

■被災後、事業再開を断念した事業所について 

問２．貴法人では、被災後、事業再開を断念した事業所はありますか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問３．問２で回答した事業所の立地、およびサービス提供内容（事業内容）を教えてください。

「在宅介護事業」「在宅以外の介護事業」それぞれの事業所の事業所名、立地場所、事業内容

をお答え下さい。※立地場所、事業内容については、アンケート別紙「災害救助法対象地域一

覧」「事業内容一覧」からお選び下さい。(それぞれ、最も売上高の大きかった事業所をお答えください) 

※もし、該当する事業所が、「（１）在宅介護事業」「（２）在宅以外の介護事業」のどちらか
一方しかない場合は、いずれかの事業所のみをお答えください。 
※また、併設型の事業所の場合、それぞれ別の事業所とみなしてお答えください。 
 

問４．問３で答えた事業所は、どのような影響を受けましたか。(それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

 

問５．問３で答えた事業所が廃業した理由はなぜでしたか。 (それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

1.被災地にあり、影響を受けた(→問２へ) 2.被災地にあるが、影響を受けなかった(→問３１へ) 

3.被災地にないが、影響を受けた(→問３１へ) 4.被災地になく、影響を受けていない(→問３１へ) 

1.ある(→問３へ) 2.ない(→問６へ) 

 （０）記入例 （１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

Ａ．事業所名 牡鹿ステーション   

Ｂ．立地場所 Ｃ０６   

Ｃ．事業内容 １，２，８   

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.利用者本人への人的被害が出た 1.利用者本人への人的被害が出た 

2.利用者の家族への人的被害が出た 2.利用者の家族への人的被害が出た 

3.スタッフへの人的被害が出た 3.スタッフへの人的被害が出た 

4.スタッフの家族への人的被害が出た 4.スタッフの家族への人的被害が出た 

5.利用者本人の自宅が損傷した 5.利用者本人の自宅が損傷した 

6.事業所の建物が損傷した 6.事業所の建物が損傷した 

7.事業所のライフラインが停止した 7.事業所のライフラインが停止した 

8.事業所周辺の交通インフラが損傷した 8.事業所周辺の交通インフラが損傷した 

9.その他（                 ） 9.その他（                 ） 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.利用者のニーズが減少したため 1.利用者のニーズが減少したため 

2.外部からの支援が受けづらかったため 2.外部からの支援が受けづらかったため 

3.事業の運営に必要な人材が不足していたため 3.事業の運営に必要な人材が不足していたため 

4.自法人の主力事業ではなかったため 4.自法人の主力事業ではなかったため 

5.事業資金の調達に目処が立たなかったため 5.事業資金の調達に目処が立たなかったため 

6.事業に対する収支見込が悪化したため 6.事業に対する収支見込が悪化したため 

7.周辺地域の環境が大幅に変化したため 7.周辺地域の環境が大幅に変化したため 

8.その他（                 ） 8.その他（                 ） 
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■被災後、事業を再開した事業所について 

問６．貴法人では、被災後、既に事業を再開した事業所、もしくは再開を見込んでいる事業所

はありますか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問７．貴法人の被災地域に立地する事業所のうち、既に事業を再開もしくは再開を見込んでい

る事業所の中で、最も被害が大きかった事業所（貴法人の経営に与える影響が大きい事業所）

はどこでしたか。「在宅介護事業」「在宅以外の介護事業」それぞれの事業所名、立地場所、事

業内容をお答え下さい。※立地場所、事業内容については、アンケート別紙「災害救助法対象

地域一覧」「事業内容一覧」からお選び下さい。 

※もし、該当する事業所が、「（１）在宅介護事業」「（２）在宅以外の介護事業」のどちらか
一方しかない場合は、いずれかの事業所のみお答えください。 
※また、併設型事業所の場合、それぞれ別の事業所とみなしてお答えください。 

 

問８．問７で答えた事業所は、どのような影響を受けましたか。(それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

 

問９．問８で答えた影響の主たる原因は何でしたか。(それぞれ、あてはまるもの 1 つに○) 

 

 

 

 

 

 

 

1.ある(→問７へ) 2.ない(→問３１へ) 

 （０）記入例 （１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

Ａ．事業所名 牡鹿ステーション   

Ｂ．立地場所 Ｃ０６   

Ｃ．事業内容 １，２，８   

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.利用者本人への人的被害が出た 1.利用者本人への人的被害が出た 

2.利用者の家族への人的被害が出た 2.利用者の家族への人的被害が出た 

3.スタッフへの人的被害が出た 3.スタッフへの人的被害が出た 

4.スタッフの家族への人的被害が出た 4.スタッフの家族への人的被害が出た 

5.利用者本人の自宅が損傷した 5.利用者本人の自宅が損傷した 

6.事業所の建物が損傷した 6.事業所の建物が損傷した 

7.事業所のライフラインが停止した 7.事業所のライフラインが停止した 

8.事業所周辺の交通インフラが損傷した 8.事業所周辺の交通インフラが損傷した 

9.その他（                 ） 9.その他（                 ） 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.津波による影響 1.津波による影響 

2.地震による影響 2.地震による影響 

3.土壌の液状化による影響 3.土壌の液状化による影響 

4.原発事故による影響 

5.その他（                 ） 

4.原発事故による影響 

5.その他（                 ） 

15



 4 

Ⅱ．東日本大震災後の復旧状況について 

※以下、問７でご回答を頂いた事業所を想定してお答え下さい。 

■被災後の行動について 

問１０．貴法人では、地震の揺れや津波が収まった段階での行動として、どのような取組を優

先的に実施されましたか。 (それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

 

問１１．職員や利用者などの関係者の安否確認をする際に、役立ったツールは何でしたか。(そ

れぞれ、あてはまるもの全てに○) 

※ソーシャルメディアとは、SNS、ブログ、Facebook、Twitter など個人による情報発信

や個人間の情報共有などを可能とするインターネット上の情報メディアを指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.利用者の安否確認 1.利用者の安否確認 

2.職員の安否確認 2.職員の安否確認 

3.移動用ガソリンの確保 3.移動用ガソリンの確保 

4.暖房用燃料の確保 4.暖房用燃料の確保 

5.飲料の確保 5.飲料の確保 

6.食料の確保 6.食料の確保 

7.介護用品、機材の確保 7.介護用品、機材の確保 

8.自法人の本部又は他拠点への報告 8.自法人の本部又は他拠点への報告 

9.関係行政機関への報告 9.関係行政機関への報告 

10.その他（                 ） 10.その他（                 ） 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

職員の安否確認 利用者の安否確認 職員の安否確認 利用者の安否確認 

1.固定電話 1.固定電話 1.固定電話 1.固定電話 

2.携帯電話 2.携帯電話 2.携帯電話 2.携帯電話 

3.携帯電話のメール 3.携帯電話のメール 3.携帯電話のメール 3.携帯電話のメール 

4.パソコンのメール 4.パソコンのメール 4.パソコンのメール 4.パソコンのメール 

5.ソーシャルメディア 5.ソーシャルメディア 5.ソーシャルメディア 5.ソーシャルメディア 

6.避難所の掲示板 6.避難所の掲示板 6.避難所の掲示板 6.避難所の掲示板 

7.職員の直接訪問 7.職員の直接訪問 7.職員の直接訪問 7.職員の直接訪問 

8.近隣住民との情報交換 8.近隣住民との情報交換 8.近隣住民との情報交換 8.近隣住民との情報交換 

9.ラジオ 9.ラジオ 9.ラジオ 9.ラジオ 

10.テレビ 10.テレビ 10.テレビ 10.テレビ 

11.安否確認をしていない 11.安否確認をしていない 11.安否確認をしていない 11.安否確認をしていない 

12.その他(           ) 12.その他(           ) 12.その他(           ) 12.その他(           ) 
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■被災後の事業再開について 

問１２．震災後の事業再開として、「最も短時間で再開できたサービス」の内容とその再開時

期、及び「最も再開に時間を要したサービス」の内容とその再開時期をお答え下さい。複数の

サービスを同時に再開した場合は、売上高、利用者数が最も大きいサービスをお選び下さい。 

※サービス内容については、アンケート別紙「事業内容一覧」からお選び下さい。 

 (それぞれ、あてはまるもの 1 つずつ選んで記入) 

 

 

問１３．問１２で答えた「最も短時間で再開できたサービス」を、被災後最初の再開事業とし

て選んだ理由はなぜですか。 (それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

 

問１４．問１２で答えた「最も短時間で再開できたサービス」を再開する前、被災事業所の事

業エリアでは、利用者と介護事業者との間のサービスの調整(ケアマネジメント業務)を、誰が

行っていましたか。(それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

 

 

 

 （１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

A.最も短期間で再開できたサービス   

B.事業再開時期   

C.最も再開に時間を要したサービス   

D.事業再開時期   

「B.事業再開時期」「D.事業再開時期」の選択肢欄 

1.震災当日（2011 年 3月 11 日） 2.震災後翌日（2011 年 3月 12 日頃） 

3.震災後 1週間以内（2011 年 3月 18 日頃） 4.震災後 2週間以内（2011 年 3月 25 日頃） 

5.震災後 1ヶ月以内（2011 年 4月頃） 6.震災後 3ヶ月以内（2011 年 6月頃） 

7.震災後半年以内（2011 年 9 月頃） 8.震災後 1年頃以内（2012 年春頃） 

9.震災後 1年～現在まで 10.事業再開見込み（2013 年春頃迄） 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.利用者のニーズが多かったため 1.利用者のニーズが多かったため 

2.外部からの支援が受けやすかったため 2.外部からの支援が受けやすかったため 

3.事業運営に必要な人材が揃っていたため 3.事業運営に必要な人材が揃っていたため 

4.自法人の主力事業であるため 4.自法人の主力事業であるため 

5.その他（                 ） 5.その他（                 ） 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.自法人 1.自法人 

2.自法人以外の福祉事業者(社協を除く) 2.自法人以外の福祉事業者(社協を除く) 

3.市町村の職員 3.市町村の職員 

4.都道府県の職員 4.都道府県の職員 

5.社会福祉協議会(自市区町村) 5.社会福祉協議会(自市区町村) 

6.社会福祉協議会(都道府県) 6.社会福祉協議会(都道府県) 

7.地域包括支援センター 7.地域包括支援センター 

8.誰も行っていなかった 8.誰も行っていなかった 

9.その他（        ） 9.その他（        ） 
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問１５．問１２で答えた「最も短時間で再開できたサービス」を再開した際の問題点は、何で

したか。 (それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

 

問１６．問１２で答えた「最も再開に時間を要したサービス」について、再開が遅くなった理

由は何でしたか。 (それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

 

問１７．震災前と震災後で貴法人の利用者の状況はどのように変化しましたか。(それぞれ、あ

てはまるもの全てに○) 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.特に問題はなかった 1.特に問題はなかった 

2.瓦礫の撤去 2.瓦礫の撤去 

3.事業用地の確保 3.事業用地の確保 

4.事業の将来性への不安 4.事業の将来性への不安 

5.利用者の減少 5.利用者の減少 

6.復旧プラン決定の遅さ 6.復旧プラン決定の遅さ 

7.事業の将来性への不安 7.事業の将来性への不安 

8.ケアスタッフの不足 8.ケアスタッフの不足 

9.事務局人材の不足 9.事務局人材の不足 

10.必要な物資の不足 10.必要な物資の不足 

11.事業資金の不足 11.事業資金の不足 

12.二重ローン問題 12.二重ローン問題 

13.施設の損傷 13.施設の損傷 

14.インフラの復旧の遅さ 14.インフラの復旧の遅さ 

15.社会福祉協議会との調整 15.社会福祉協議会との調整 

16.行政との調整 16.行政との調整 

17.ボランティアとの調整、役割分担 17.ボランティアとの調整、役割分担 

18.（利用者負担のある）介護保険サービスへの移行 18.（利用者負担のある）介護保険サービスへの移行 

19.職員の退職 19.職員の退職 

20.職員のモチベーションの低下 20.職員のモチベーションの低下 

21.その他（                 ） 21.その他（                 ） 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.利用者のニーズが減少したため 1.利用者のニーズが減少したため 

2.外部からの支援が受けづらかったため 2.外部からの支援が受けづらかったため 

3.事業の運営に必要な人材が不足していたため 3.事業の運営に必要な人材が不足していたため 

4.自社の主力事業ではなかったため 4.自社の主力事業ではなかったため 

5.事業資金の調達に時間がかかったため 5.事業資金の調達に時間がかかったため 

6.その他（                 ） 6.その他（                 ） 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.利用者の増加 2.利用者の減少 1.利用者の増加 2.利用者の減少 

3.利用者の重度化 4.利用者の軽度化 3.利用者の重度化 4.利用者の軽度化 

5.利用者の施設への移行 6.利用者の入院 5.利用者の在宅への移行 6.利用者の入院 

7.その他（                 ） 7.その他（                 ） 
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問１８．現在、在宅介護事業及び在宅以外の介護事業を実施するうえでの全般的な課題は何で

すか。 (それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

 

問１９．問１８で答えた課題を解決するために、行政から、どのような支援があればよいと思

いますか。(あてはまるもの全てに○) 

 

問２０．問１８で答えた課題を解決するために、事業者団体から、どのような支援があればよ

いと思いますか。(あてはまるもの全てに○) 

 

 

 

 

 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.特に課題はない 1.特に課題はない 

2.瓦礫の撤去 2.瓦礫の撤去 

3.事業用地の確保 3.事業用地の確保 

4.事業の将来性への不安 4.事業の将来性への不安 

5.利用者の減少 5.利用者の減少 

6.復旧プラン決定の遅さ 6.復旧プラン決定の遅さ 

7.事業の将来性への不安 7.事業の将来性への不安 

8.ケアスタッフの不足 8.ケアスタッフの不足 

9.事務局人材の不足 9.事務局人材の不足 

10.必要な物資の不足 10.必要な物資の不足 

11.事業資金の不足 11.事業資金の不足 

12.二重ローン問題 12.二重ローン問題 

13.施設の損傷 13.施設の損傷 

14.インフラの復旧の遅さ 14.インフラの復旧の遅さ 

15.社会福祉協議会との調整 15.社会福祉協議会との調整 

16.行政との調整 16.行政との調整 

17.ボランティアとの調整、役割分担 17.ボランティアとの調整、役割分担 

18.（利用者負担のある）介護保険サービスへの移行 18.（利用者負担のある）介護保険サービスへの移行 

19.職員の退職 19.職員の退職 

20.職員のモチベーション低下 20.職員のモチベーション低下 

21.その他（                 ） 21.その他（                 ） 

1.特に支援は必要ない 2.資金調達支援 3.人材調達支援 4.物資調達支援 

5.インフラの早期復旧 6.街の復興のスピードアップ 7.利用者との調整 8.各種手続きの簡素化 

9.規制緩和 10.報酬水準の改善 11.助成金・補助金の支給 12.支援ボランティアとの仲介 

13.情報提供の強化 14.その他（                            ） 

1.特に支援は必要ない 2.資金調達支援 3.人材調達支援 4.物資調達支援 

5.利用者との調整業務 6.支援ボランティアとの仲介 7.各種情報提供 8.行政への働きかけ 

9.その他（                                          ） 
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Ⅲ．東日本大震災後の他団体からの支援について 

■人材面での支援について（以下、引き続き、問７でご回答を頂いた事業所についてご回答く

ださい） 

問２１．貴法人は、被災後、人的支援を受けましたか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問２２．人的支援を受けなかった理由は何でしたか。(あてはまるもの全てに○) 

→回答後、問２７へお進みください） 

 

問２３．震災以降、下記の団体からの支援を受けましたか。また、支援を受けた団体とは震災

以前から付き合いがありましたか。(それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

 

問２４．被災直後から現在まで、どのような人材が不足しましたか。(それぞれ、あてはまるもの全

てに○) 

 
 

 
 
 
 

1.はい(→問２３へ) 2.いいえ(→問２２へ) 

1.自組織の体制で十分対応可能であった 2.地域性を理解していない人材を受け入れる事への不安 

3.自法人のサービス提供方法を変えることへの不安 4.利用者、利用者家族からの要望 

5.派遣される人材の能力の不安 6.支援の条件が折り合わなかった 

7.支援要請の仕方がわからなかった 8.事業所の再開の目処が立っていなかった 

9.その他（                                          ） 

 （１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

 A.支援の有無 B.付き合いの有無 A.支援の有無 B.付き合いの有無 

1.自法人の他の事業所  ―  ― 

2.自法人以外の福祉事業者(社協を除く)     

3.市町村     

4.都道府県     

5.社会福祉協議会(自市区町村)     

6.社会福祉協議会(都道府県)     

7.ボランティア団体     

8.その他（             ）     

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.リーダーシップ能力がある人材 1.リーダーシップ能力がある人材 

2.医療的ケア技術がある人材 2.医療的ケア技術がある人材 

3.介護技術がある人材 3.介護技術がある人材 

4.現場経験が豊富な人材 4.現場経験が豊富な人材 

5.マネジメント能力がある人材 5.マネジメント能力がある人材 

6.利用者との関係構築能力がある人材 6.利用者との関係構築能力がある人材 

7.コミュニケーション能力がある人材 7.コミュニケーション能力がある人材 

8.事務処理能力がある人材 8.事務処理能力がある人材 

9.ネットワーク構築能力がある人材 9.ネットワーク構築能力がある人材 

10.その他(                 ) 10.その他(                 ) 
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 9 

 

問２５．貴法人において、震災当日から現在まで期間で、最も人材が不足した時期はいつでし

たか。またその不足した理由と、人材不足の解消方法を教えてください。 

 

 

 

 

問２６．被災直後から現在までの間で、人的な支援を受ける上での課題は何でしたか。(それぞ

れ、あてはまるもの全てに○) 

 

 （１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

A.不足した時期(あてはまるもの 1 つ)   

B.不足した理由(あてはまるもの全て)   

C.不足解消の方法(あてはまるもの全て)   

「A.不足した時期」の選択肢欄 

1.震災当日（2011 年 3月 11 日） 2.震災後翌日（2011 年 3月 12 日頃） 

3.震災後 1週間以内（2011 年 3月 18 日頃） 4.震災後 2週間以内（2011 年 3月 25 日頃） 

5.震災後 1ヶ月以内（2011 年 4月頃） 6.震災後 3ヶ月以内（2011 年 6月頃） 

7.震災後半年以内（2011 年 9 月頃） 8.震災後 1年頃以内（2012 年春頃） 

9.震災後 1年～現在まで  

「B.不足した理由」の選択肢欄 

1.新規利用者数の増加 2.既存利用者の重度化に伴う従業員の負担増 

3.従業員の減少 4.ボランティアの減少、撤退 

5.その他（                                         ） 

「C.不足解消の方法」の選択肢欄 

1.自法人で新規/再雇用を行った 2.他法人等からの支援を受けた 

3.事業対象エリアを縮小した 4.ボランティア人材の受け入れ 

5.サービス（事業）内容を縮小した 6.その他（                 ） 

（１）在宅介護事業 （２）在宅以外の介護事業 

1.自法人スタッフと支援ボランティアとのコミュニケーション 1.自法人スタッフと支援ボランティアとのコミュニケーション 

2.利用者と支援ボランティアとのコミュニケーション  2.利用者と支援ボランティアとのコミュニケーション  

3.自法人スタッフと支援ボランティアとの役割分担 3.自法人スタッフと支援ボランティアとの役割分担 

4.支援ボランティアと地元関係機関との関係構築 4.支援ボランティアと地元関係機関との関係構築 

5.支援ボランティアの安全確保 5.支援ボランティアの安全確保 

6.支援ボランティアの健康管理 6.支援ボランティアの健康管理 

7.支援ボランティアの宿泊場所の確保 7.支援ボランティアの宿泊場所の確保 

8.支援ボランティアの飲食料の確保 8.支援ボランティアの飲食料の確保 

9.支援ボランティアの移動手段の確保 9.支援ボランティアの移動手段の確保 

10.支援ボランティアとの連絡手段の確保 10.支援ボランティアとの連絡手段の確保 

11.その他(                  ) 11.その他(                  ) 
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■物資、金銭面の支援について 

※ここからは、法人全体の状況をお答え下さい。 

問２７．貴法人では、東日本大震災以後、物資面の支援を受けましたか。(あてはまるもの 1 つに

○) 

 

問２８．震災後から現在まで、どのような物資が不足しましたか。また、どのような物資の支

援を受けましたか。(それぞれ、あてはまるもの全てに○) 

 

問２９．震災を経験し、①今後に備えて特に備蓄が必要だと思うもの、また、②今回、特に役

に立ったものはありますか。 

 

問３０．被災後、外部から、金銭的支援は受けましたか。(あてはまるもの全てに○) 

1.はい（→問２８へ） 2.いいえ（→問３０へ） 

 A.不足の有無 B.支援の有無 

1.食料品   

2.飲料   

3.家具・家事用品(家具、ベット、布団等)   

4.衣類等(衣類、履物等)   

5.衛生用品(ウエットティッシュ、消毒液等)   

6.医薬品、医療用品(医薬品、おむつ等)   

7.燃料（自動車用ガソリン等）   

8.教養娯楽用耐久財(テレビ、パソコン、カメラ等)   

9.教養娯楽用品(文房具、電池等)   

10.輸送用機械器具(自転車、自動車等)   

11.照明器具（懐中電灯、ランタン等）   

12.調理器具（カセットコンロ、食器等）   

13.その他（                      ）   

①今後に備えて特に備蓄が必要だと思うもの 

 

 

 

 

②今回、特に役に立ったもの 

 

 

 

 

1.金銭的支援は受けていない 2.見舞金、寄付金の受領 

3.行政からの補助金や助成金の受領 4.政府系金融機関からの低利貸付 

5.(独)福祉医療機構からの福祉関係融資 6.社会福祉協議会からの低利貸付 

7.地域金融機関からの低利貸付 8.その他（                 ） 
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Ⅲ．東日本大震災後の他団体に対する支援の実施状況について 

※全ての方に伺います。 

問３１．貴法人では、東日本大震災の被災地に対して、人的支援を行いましたか。(あてはまる

もの 1 つに○) 

 

問３２．被災地へ人的支援を行わなかった理由は何ですか。(あてはまるもの全てに○) 

→回答後、問５０へお進みください） 

 

問３３．貴法人では、いつから被災地への支援を行いましたか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問３４．貴法人では、（のべベースで）どのくらいの数の法人を支援しましたか。(あてはまるも

の 1 つに○) 

 

問３５．貴法人では、（のべベースで）どのくらいの期間、支援しましたか。(あてはまるもの 1

つに○) 

 

問３６．貴法人が支援先から引き上げた理由は、何ですか。(あてはまるもの全てに○) 

 

問３７．今回の東日本大震災の被災地で、貴法人が最も人材を派遣した場所(延べ人数ベース)

はどこですか。※立地場所、事業内容については、アンケート別紙「災害救助法対象地域一覧」

「事業内容一覧」からお選び下さい。 
 
＜Ａ.立地場所＞          ＜Ｂ.事業内容＞ 

1.はい（→問３３へ） 2.いいえ（→問３２へ） 

1.被災地のニーズに合う支援を用意できなかった 2.被災地で活躍する能力を持つ人材がいなかった 

3.被災地に送り出す人材の数がいなかった 4.経済的に人的支援が難しかった 

5.被災地への派遣に立候補する人材がいなかった 6.被災地のニーズがわからなかった 

7.被災地への交通手段がなかった 8.被災地に知り合いがいなかった 

9.支援を申し出る窓口がわからなかった 10.支援を申し出たが、実際の支援要請がなかった 

11.自法人が被災して他の支援どころではなかった 12.その他（              ） 

1.震災当日から（2011 年 3 月 11 日） 2.震災後翌日から（2011 年 3月 12 日頃） 

3.震災後 1週間以内から（2011 年 3 月 18 日頃） 4.震災後 2週間以内から（2011 年 3 月 25 日頃） 

5.震災後 1ヶ月以内から（2011 年 4 月頃） 6.震災後 3ヶ月以内から（2011 年 6 月頃） 

7.震災後半年以内から（2011 年 9 月頃） 8.震災後 1年頃以内から（2012 年春頃） 

9.震災後 1年～現在までの間から  

1.１法人 2.2～3 法人 3.4～5 法人 4.6～１0法人 

5.11～20 法人 6.21～30 法人 7.31 法人以上  

1.１、２日 2.３日以上～１週間未満 3.１週間以上～２週間未満 4.２週間以上～１ヶ月未満 

5.１ヶ月以上～３ヶ月未満 6.３ヶ月以上～６ヶ月未満 7.６ヶ月以上～１年未満 8.１年以上 

1.支援先の通常業務体制が整った 2.支援先の事業所、避難所が縮小、閉鎖した 

3.自組織のスタッフが不足した 4.自組織の負担が想定を上回った 

5.理想とする支援が出来なかった 6.継続の条件が合わなかった 

7.地元関連団体との調整が難しくなった 8.その他(                 )  
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問３８．被災地に派遣されたスタッフは、どのような活動をされていましたか。(あてはまるも

の全てに○) 

 

問３９．震災後支援を行った先とは、震災以前から知り合いでしたか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問４０．震災後支援を行った先と、知り合ったきっかけは何ですか。(あてはまるもの全てに○) 

 

問４１．貴法人では、被災地にどのような職位階層の人材を派遣しましたか。(あてはまるもの全

てに○) 

 

問４２．被災地に派遣した人材は、どのような資格を持っていましたか。(あてはまるもの全てに○) 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.瓦礫の撤去などの支援 2.現地住民の移動支援 

3.一般避難者への生活サポート 4.一般避難者へのメンタルケア 

5.福祉避難所の要援護者への直接介護 6.福祉避難所の要援護者への医療ケア 

7.福祉避難所の要援護者への生活サポート 8.福祉避難所の要援護者へのメンタルケア 

9.在宅の要援護者への直接介護 10.在宅の要援護者への医療ケア 

11.在宅の要援護者への生活サポート 12.在宅の要援護者へのメンタルケア 

13.介護施設の要援護者への直接介護 14.介護施設の要援護者への医療ケア 

15.介護施設の要援護者への生活サポート 16.介護施設の要援護者へのメンタルケア 

17.介護施設の職員へのメンタルケア 18.在宅介護サービス職員へのメンタルケア 

19.その他(                                         ) 

1.はい 2.いいえ 

1.行政機関(自市区町村)の紹介 2.行政機関(都道府県)の紹介 

3.事業者団体の紹介 4.専門職団体の紹介 

5.個別事業者の紹介 6.社会福祉協議会の紹介 

7.セミナー、勉強会等 8.審議会、委員会等 

9.ボランティア団体の紹介 10.インターネット（ソーシャルメディア含む） 

11.知人の紹介 12.その他（                 ） 

1.施設長クラスの人材の派遣 2.現場リーダークラスの人材の派遣 

3.現場ケアスタッフクラスの人材の派遣 4.事務職リーダークラスの人材の派遣 

5.事務職スタッフクラスの人材の派遣 6.その他(                 ) 

1.介護福祉士 2.看護師 3.ホームヘルパー 4.ケアマネジャー 

5.理学療法士 6.作業療法士 7.社会福祉士 8.栄養士 

9.その他（                                         ） 
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問４３．被災後から現在まで、どのような人材を被災地に派遣しましたか。(それぞれ、あてはま

るもの全てに○) 

 

問４４．被災地へどのような仕組で人材を派遣しましたか。(あてはまるもの全てに○) 

 

問４５．被災地に派遣した従業員は、1 人当たり、おおむねどのくらいの期間支援を行ってい

ましたか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問４６．被災地に支援人材を派遣するにあたり、貴法人ではおおむねどのくらいのコストを要

しましたか。総額でお答えください。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問４７．被災地に派遣する従業員を選定する際に、配慮・工夫したことはありますか。(自由に

ご記入下さい) 

 

 

 A.被災～ 

２週間まで 

B.被災後２週間～ 

６ヶ月まで 

C.被災後６ヶ月～ 

現在まで 

1.リーダーシップ能力がある人材    

2.医療的ケア技術がある人材    

3.介護技術がある人材    

4.現場経験が豊富な人材    

5.マネジメント能力がある人材    

6.利用者との関係構築能力がある人材    

7.コミュニケーション能力がある人材    

8.事務処理能力がある人材    

9.ネットワーク構築能力がある人材    

10.その他(           )    

1.ローテーションを組んで複数の人員を派遣した 2.特定のスタッフを長期間派遣した 

3.その他(                                         )  

1.１、２日 2.３日以上～１週間未満 3.１週間以上～２週間未満 4.２週間以上～１ヶ月未満 

5.１ヶ月以上～３ヶ月未満 6.３ヶ月以上～６ヶ月未満 7.６ヶ月以上～１年未満 8.１年以上 

1.10 万円未満 2.10 万円以上～50 万円未満 3.50 万円以上～100 万円未満 4.100 万円以上～300 万円未満 

5.300 万円以上～500 万円未満 6.500 万円以上～1,000 万円未満 7.1,000 万円以上  

人材の能力面での配慮・工夫 

 

 

 

 

自組織の運営面での配慮・工夫 
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問４８．被災地で支援をした際に、支援人材が現地で直面した課題は何でしたか。(あてはまる

もの全てに○) 

 

問４９．被災地への支援を行った従業員は、自身のための用意として被災地にどのようなもの

を持って行きましたか。(あてはまるもの全てに○) 

 

■物資、金銭面の支援について 

問５０．貴法人では、被災地に対して、支援物資を送りましたか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問５１．貴法人では、被災地に対して支援物資としてどのようなものを送りましたか。(あては

まるもの全てに○) 

 

問５２．被災地に金銭的支援は行いましたか。(あてはまるもの 1 つに○) 

1.支援先スタッフとのコミュニケーション 2.支援先の利用者とのコミュニケーション 

3.支援先の地元スタッフとの役割分担 4.地元関係機関との関係構築 

5.支援スタッフの安全の確保 6.支援スタッフの健康管理 

7.支援スタッフの宿泊場所の確保 8.支援スタッフの飲食料の確保 

9.支援スタッフの移動手段の確保 10.支援スタッフとの連絡手段の確保 

11.その他（                                         ） 

1.食料品 2.飲料 3.衣類、タオル 4.就寝用具（寝袋等） 

5.おむつ、衛生用品 6.簡易トイレ 7.医薬品 8.化粧品 

9.ガソリン、灯油 10.ランタン、懐中電灯 11.浄水器 12.発電機 

13.ラジオ 14.携帯電話充電器 15.自転車、自動車 16.ダンボール 

17.新聞紙 18.サランラップ 19.調理器具・食器 20.パソコン 

21.通信機器（無線等） 22.その他（                                                        ） 

1.はい(→問５１へ) 2.いいえ(→問５２へ) 

1.食料品 2.飲料 3.衣類、タオル 4.就寝用具 

5.おむつ、衛生用品 6.簡易トイレ 7.医薬品 8.化粧品 

9.ガソリン、灯油 10.ランタン、懐中電灯 11.浄水器 12.発電機 

13.ラジオ 14.携帯電話充電器 15.自転車、自動車 16.ダンボール 

17.新聞紙 18.サランラップ 19.調理器具・食器 20.パソコン 

21.その他（                                        ） 

1.はい 2.いいえ 
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Ⅴ．災害時の支援のあり方について 

■日々の防災対策について 

問５３．貴法人では、災害に備え、下記の防災・減災対策を行っていますか。(それぞれあては

まるもの全てに○) 

 

■被災地における福祉サービスの継続について 

問５４．大規模災害発生直後から２ヶ月程度までの間に、被災地での介護サービスを継続する

ために地域内でどのような情報を共有する必要があると思いますか。(あてはまるもの全てに○) 

 

問５５．大規模災害発生直後から２ヶ月程度までの間に、被災地での介護サービス利用者のニ

ーズの把握や、利用者と介護サービス提供者との調整を誰が行うべきだと思いますか。(あては

まるもの全てに○) 

 

 

 

 A. 3.11前より実施 B. 3.11以降に実施 C.実施していない 

1.災害時要援護利用者リストの整理    

2.安否確認手順の策定    

3.避難訓練の実施    

4.ＢＣＰ策定    

5.飲食料品の備蓄    

6.介護用品の備蓄(おむつ等)    

7.医療用品の備蓄    

8.衛生用品の備蓄(ティッシュ等)    

9.防寒用品の備蓄    

10.建築物の耐震化    

11.自家発電設備の設置    

12.災害時対応の協議(対行政機関)    

13.災害時対応の協議(対民間介護事業者)    

14.災害時対応の協議(対その他民間企業)    

15.地域内のネットワークづくり    

16.広域的なネットワークづくり    

17.地震保険、火災保険への加入    

18.その他(                          )    

1.要援護者の医療・福祉情報リスト(利用者台帳等) 2.災害時に受入可能な社会福祉資源リスト 

3.災害時に受入可能な医療機関リスト 4.避難所の避難者リスト 

5.特に必要ない 6.その他（                 ） 

1.市区町村 2.都道府県 

3.事業者団体 4.専門職団体 

5.社会福祉協議会(市区町村) 6.社会福祉協議会(都道府県)  

7.社会福祉協議会(県外) 8.地域包括支援センター 

9.ボランティア団体 10.民間の介護福祉事業者 

11.その他（                                        ） 
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問５６．大規模災害発生直後から２ヶ月程度までの間に、被災地での介護サービスは、どのよ

うな団体が中心で行うことが効果的だと思いますか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問５７．大規模災害に備えた、福祉事業者の広域連携は必要だと思いますか。 (あてはまるもの

1 つに○) 

 

問５８．問５７で答えた、大規模災害を想定した広域連携は、どの程度の地理的な広がりを持

たせるべきだと思いますか。 (あてはまるもの全てに○) 

 

問５９．問５７で答えた、大規模災害を想定した広域連携は、どのような団体を中核とするこ

とが効果的だと思いますか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問６０．介護版ＤＭＡＴ（大規模災害が発生した地域などで、介護体制の構築支援や、専門的

知識を活かし直接ケアを行う専門チームなど）を作る場合、どのような主体が運用の中核とな

ればよいと思いますか。(あてはまるもの全てに○) 

 

問６１．介護版ＤＭＡＴを作る場合、どのような有資格者が構成員の中心になるべきだと思い

ますか。(あてはまるもの 1 つに○) 

1.専門職団体 2.社会福祉協議会(市区町村) 

3.社会福祉協議会(都道府県) 4.社会福祉協議会(県外) 

5.地域包括支援センター 6.ボランティア団体 

7.県内の民間介護福祉事業者 8.県外の民間介護福祉事業者 

9.その他（                                         ） 

1.はい（→問５８へ） 2.いいえ（→問６０へ） 

1.隣接する市町村レベル 2.同一県内レベル 

3.隣接する都道府県レベル 4.地方レベル（北海道、東北、関東等） 

5.全国レベル  

1.厚生労働省 2.地方厚生（支）局 

3.その他中央官庁 4.都道府県 

5.市区町村 6.事業者団体 

7.専門職団体 8.社会福祉協議会(都道府県) 

9.ボランティア団体 10.医療機関 

11.民間の介護福祉事業者 12.その他（                 ） 

1.厚生労働省 2.地方厚生（支）局 

3.その他中央官庁 4.都道府県 

5.政令指定都市 6.中核市 

7.市区町村 8.地域包括支援センター 

9.事業者団体 10.専門職団体 

11.ボランティア団体 12.医療機関 

13.民間の介護事業者 14.その他（                ） 

1.介護福祉士 2.ホームヘルパー 3.社会福祉士 4.医師 

5.看護師 6.PT/OT/ST 7.ケアマネジャー 8.その他（      ） 

28
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問６２．大規模災害発生時に、円滑な介護サービスの提供を行う上で、行政に対するご意見や

ご要望はありますか。 

 

問６３．今後、減災対策を行う上で、事業者団体への要望はありますか。 

 

問６4．今後、被災地の復興を進めていく上で、事業者団体への要望はありますか。 
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Ⅵ．貴法人の状況について 

問６５．貴法人が介護サービス事業を開始した時期はいつですか。(あてはまるもの 1 つに○)  

 

問６６．貴法人の現在の法人形態は、次のうちどれですか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問６７．貴法人の本部機能はどこに立地していますか。(あてはまるもの 1 つに○) 

 

問６８．貴法人が手がける介護保険サービス（介護予防サービス含む）は、次のうちどれです

か。(あてはまるもの全てに○) 

 

問６９．貴法人の正規職員及び非正規職員は、何名ほどいらっしゃいますか。(平成 2４年 9 月

末現在)(あてはまる欄に数字を記入) 

 

 

 

 

 

 

1.1999 年度以前 2.2000 年度～2002 年度 3.2003 年度～2005 年度 4.2006 年度～2008 年度 

5.2009 年度～2011 年度 6.2012 年度以後  

1.株式会社 2.有限会社 3.合同会社 4.合資会社 

5.社会福祉法人 6.特定非営利活動法人 7.医療法人 8.協同組合 

9.その他（                                         ） 

1.北海道 2.青森 3.岩手 4.秋田 

5.宮城 6.山形 7.福島 8.北関東 

9.東京 10.南関東（東京以外） 11.甲信越 12.北陸 

13.中部 14.近畿 15.四国 16.中国 

17.九州・沖縄    

1.訪問介護 2.訪問入浴介護 

3.訪問看護 4.訪問リハビリ 

5.通所介護 6.通所リハビリ 

7.福祉用具貸与・販売 8.居宅介護支援 

9.居宅療養管理指導 10.短期入所生活介護 

11.短期入所療養介護 12.特定施設入居者生活保護 

13.夜間対応型訪問介護 14.認知症対応型通所介護 

15.小規模多機能型居宅介護 16.認知症対応型共同生活介護 

17.地域密着型特定施設入居者生活介護 18.地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

19.介護老人福祉施設 20.介護老人保健施設 

21.介護療養型医療施設 22. その他(                ) 

常勤                 人 

非常勤                 人 

合計                 人 
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問７０．貴法人の介護保険事業の前年度決算期における年間売上高をお答え下さい。(あてはま

るもの 1 つに○) 

 

問７１．在宅介護事業者の災害時対応のあり方全般に関するご意見があればご記入下さい。 

 

 

 

○よろしければ、貴法人及びご回答者様のお名前、ご連絡先をご記入下さい。 

 

お忙しい中、ご協力頂き、ありがとうございました。 

1.3,000 万円未満 2.3,000 万円以上～5,000 万円未満 

3.5,000 万円以上～1億円未満 4.1 億円以上～3億円未満 

5.3 億円以上～5億円未満 6.5 億円以上 

 

貴法人名  

法人所在地  

ご回答者氏名  役職名  

ご連絡先 

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

e-mail  
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２．調査結果の概要  

Ⅰ．東日本大震災による被災状況について 

問１．貴法人は、東日本大震災における被災地域で、事業を展開していましたか。 また、震災に

より人的、物的、金銭的な影響を受けましたか。 

項 目 件 数 割 合（%） 

被災地にあり、影響を受けた 132 37.8% 

被災地にあるが、影響を受けなかった 53 15.2% 

被災地にないが、影響を受けた 24 6.9% 

被災地にはなく、影響を受けていない 140 40.1% 

合 計 349 100.0% 

 

■被災後、事業再開を断念した事業所について 

【問１で「被災地にあり、影響を受けた」と回答した人のみ】 

問２．貴法人では、被災後、事業再開を断念した事業所はありますか。 

項 目 件 数 割 合（%） 

ある 3 2.3% 

ない 129 97.7% 

合 計 132 100.0% 

 

【問２で「ある」と回答し、問３から問５の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、 

または両方に回答している人のみ】 

問３．立地場所 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

青森県 0 0.0% 0 0.0% 

岩手県  0 0.0% 0 0.0% 

宮城県 1 33.3% 0 0.0% 

福島県 1 33.3% 0 0.0% 

茨城県 1 33.3% 0 0.0% 

栃木県 0 0.0% 0 0.0% 

千葉県 0 0.0% 0 0.0% 

合 計 3 100.0% 0  
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問３．事業内容（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

訪問介護 1 33.3% 0 0.0% 

通所介護 1 33.3% 0 0.0% 

居宅介護支援 1 33.3% 0 0.0% 

合 計 3 100.0% 0  

 

【問２で「ある」と回答し、問３から問５の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、 

または両方に回答している人のみ】 

問４．問３で答えた事業所は、どのような影響を受けましたか（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

利用者本人への人的被害が出た 1 33.3% 0 0.0% 

利用者の家族への人的被害が出た 1 33.3% 0 0.0% 

スタッフへの人的被害が出た 0 0.0% 0 0.0% 

スタッフの家族への人的被害が出た 0 0.0% 0 0.0% 

利用者本人の自宅が損傷した 2 66.7% 0 0.0% 

事業所の建物が損傷した 3 100.0% 0 0.0% 

事業所のライフラインが停止した 3 100.0% 0 0.0% 

事業所周辺の交通インフラが損傷した 2 66.7% 0 0.0% 

その他 0 0.0% 0 0.0% 

回答数 3 0  
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【問２で「ある」と回答し、問３から問５の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、 

または両方に回答している人のみ】 

問５．問３で答えた事業所が廃業した理由はなぜですか（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

利用者のニーズが減少したため 1 33.3% 0 0.0% 

外部からの支援が受けづらかったため 2 66.7% 0 0.0% 

事業の運営に必要な人材が不足していたため 0 0.0% 0 0.0% 

自法人の主力事業ではなかったため 0 0.0% 0 0.0% 

事業資金の調達に目処が立たなかったため 1 33.3% 0 0.0% 

事業に対する収支見込が悪化したため 2 66.7% 0 0.0% 

周辺地域の環境が大幅に変化したため 1 33.3% 0 0.0% 

その他 1 33.3% 0 0.0% 

回答数 3 0  

 

■被災後、事業を再開した事業所について 

【問１で「被災地にあり、影響を受けた」と回答した人のみ】 

問６．貴法人では、被災後、既に事業を再開した事業所、もしくは再開を見込んでいる事業所は

ありますか 

項 目 件 数 割 合（%） 

ある 109 83.2% 

ない 22 16.8% 

合 計 131 100.0% 
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【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問７．立地場所 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

青森県 4 4.4% 2 9.1% 

岩手県  12 13.2% 5 22.7% 

宮城県 39 42.9% 5 22.7% 

福島県 18 19.8% 4 18.2% 

茨城県 13 14.3% 5 22.7% 

栃木県 5 5.5% 1 4.5% 

千葉県 0 0.0% 0 0.0% 

回答数 91 22  
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問７．事業内容 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

訪問介護 36 38.7% 0 0.0% 

訪問入浴介護 9 9.7% 0 0.0% 

訪問看護 3 3.2% 0 0.0% 

訪問リハビリ 0 0.0% 0 0.0% 

通所介護 54 58.1% 0 0.0% 

通所リハビリ 0 0.0% 0 0.0% 

福祉用具貸与・販売 10 10.8% 0 0.0% 

居宅介護支援 35 37.6% 0 0.0% 

夜間対応型訪問介護 1 1.1% 0 0.0% 

認知症対応型通所介護 2 2.2% 0 0.0% 

居宅療養管理指導 0 0.0% 0 0.0% 

短期入所生活介護 1 1.1% 3 13.6% 

短期入所療養介護 0 0.0% 0 0.0% 

特定施設入居者生活保護 0 0.0% 3 13.6% 

小規模多機能型居宅介護 0 0.0% 5 22.7% 

認知症対応型共同生活介護 0 0.0% 9 40.9% 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0.0% 1 4.5% 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0.0% 0 0.0% 

介護老人福祉施設 0 0.0% 0 0.0% 

介護老人保健施設 0 0.0% 0 0.0% 

介護療養型医療施設 0 0.0% 0 0.0% 

その他 0 0.0% 3 13.6% 

回答数 91 22  
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【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問８．問７で答えた事業所は、どのような影響を受けましたか（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

利用者本人への人的被害が出た 28 28.3% 3 13.0% 

利用者の家族への人的被害が出た 24 24.2% 2 8.7% 

スタッフへの人的被害が出た 16 16.2% 4 17.4% 

スタッフの家族への人的被害が出た 20 20.2% 3 13.0% 

利用者本人の自宅が損傷した 57 57.6% 6 26.1% 

事業所の建物が損傷した 59 59.6% 16 69.6% 

事業所のライフラインが停止した 89 89.9% 20 87.0% 

事業所周辺の交通インフラが損傷した 56 56.6% 11 47.8% 

その他 7 7.1% 0 0.0% 

回答数 99 23  

 

【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問９．問８で答えた影響の主たる原因は何ですか（複数回答）  

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

津波による影響 16 19.8% 2 9.5% 

地震による影響 60 74.1% 19 90.5% 

土壌の液状化による影響 0 0.0% 0 0.0% 

原発事故による影響 4 4.9% 0 0.0% 

その他 1 1.2% 0 0.0% 

回答数 81 100.0% 21 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

37



Ⅱ．東日本大震災後の復旧状況について 

■被災後の行動について 

【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 10．貴法人では、地震の揺れや津波が収まった段階での行動として、どのような取組を優先的

に実施しましたか（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

利用者の安否確認 96 97.0% 22 91.7% 

職員の安否確認 86 86.9% 21 87.5% 

移動用ガソリンの確保 64 64.6% 11 45.8% 

暖房用燃料の確保 45 45.5% 13 54.2% 

飲料の確保 58 58.6% 17 70.8% 

食料の確保 57 57.6% 19 79.2% 

介護用品、機材の確保 27 27.3% 11 45.8% 

自法人の本部又は他拠点への報告 24 24.2% 10 41.7% 

関係行政機関への報告 32 32.3% 7 29.2% 

その他 6 6.1% 2 8.3% 

回答数 99 24  
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【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 11．職員や利用者などの関係者の安否確認をする際に、役立ったツールは何ですか（複数回答） 

○在宅介護事業所 

職員の安否確認 利用者の安否確認 
項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

固定電話 31 33.7% 39 43.3% 

携帯電話 46 50.0% 36 40.0% 

携帯電話のメール 39 42.4% 9 10.0% 

パソコンのメール 3 3.3% 2 2.2% 

ソーシャルメディア 2 2.2% 1 1.1% 

避難所の掲示板 9 9.8% 13 14.4% 

職員の直接訪問 37 40.2% 72 80.0% 

近隣住民との情報交換 12 13.0% 16 17.8% 

ラジオ 17 18.5% 13 14.4% 

テレビ 7 7.6% 7 7.8% 

安否確認をしていない 3 3.3% 1 1.1% 

その他 4 4.3% 5 5.6% 

回答数 92 90  
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○在宅以外の介護事業所 

職員の安否確認 利用者の安否確認 
項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

固定電話 4 19.0% 5 25.0% 

携帯電話 9 42.9% 8 40.0% 

携帯電話のメール 11 52.4% 5 25.0% 

パソコンのメール 0 0.0% 1 5.0% 

ソーシャルメディア 0 0.0% 0 0.0% 

避難所の掲示板 2 9.5% 1 5.0% 

職員の直接訪問 7 33.3% 12 60.0% 

近隣住民との情報交換 2 9.5% 0 0.0% 

ラジオ 10 47.6% 4 20.0% 

テレビ 0 0.0% 0 0.0% 

安否確認をしていない 2 9.5% 1 5.0% 

その他 1 4.8% 1 5.0% 

回答数 21 20  
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■被災後の事業再開について 

【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 12．Ａ．最も短期間で再開できたサービス 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

訪問介護 23 27.4% 0 0.0% 

訪問入浴介護 3 3.6% 0 0.0% 

訪問看護 1 1.2% 0 0.0% 

訪問リハビリ 0 0.0% 0 0.0% 

通所介護 44 52.4% 0 0.0% 

通所リハビリ 0 0.0% 0 0.0% 

福祉用具貸与・販売 3 3.6% 0 0.0% 

居宅介護支援 10 11.9% 0 0.0% 

夜間対応型訪問介護 0 0.0% 0 0.0% 

認知症対応型通所介護 0 0.0% 0 0.0% 

居宅療養管理指導 0 0.0% 0 0.0% 

短期入所生活介護 0 0.0% 3 14.3% 

短期入所療養介護 0 0.0% 0 0.0% 

特定施設入居者生活保護 0 0.0% 3 14.3% 

小規模多機能型居宅介護 0 0.0% 6 28.6% 

認知症対応型共同生活介護 0 0.0% 5 23.8% 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0.0% 1 4.8% 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0.0% 0 0.0% 

介護老人福祉施設 0 0.0% 0 0.0% 

介護老人保健施設 0 0.0% 0 0.0% 

介護療養型医療施設 0 0.0% 0 0.0% 

その他 0 0.0% 3 14.3% 

合 計 84 100.0% 21 100.0% 
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【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 12．Ｂ．最も短期間で再開できたサービスの事業再開時期 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

震災当日（2011 年 3 月 11 日） 18 20.2% 14 63.6% 

震災後翌日（2011 年 3 月 12 日頃） 10 11.2% 0 0.0% 

震災後 1週間以内（2011 年 3 月 18 日頃） 30 33.7% 3 13.6% 

震災後 2週間以内（2011 年 3 月 25 日頃） 15 16.9% 2 9.1% 

震災後 1ヶ月以内（2011 年 4 月頃） 13 14.6% 2 9.1% 

震災後 3ヶ月以内（2011 年 6 月頃） 3 3.4% 0 0.0% 

震災後半年以内（2011 年 9 月頃） 0 0.0% 1 4.5% 

震災後 1年頃以内（2012 年春頃） 0 0.0% 0 0.0% 

震災後 1年～現在まで 0 0.0% 0 0.0% 

事業再開見込み（2013 年春頃迄） 0 0.0% 0 0.0% 

合 計 89 100.0% 22 100.0% 
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【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 12．Ｃ．最も再開に時間を要したできたサービス 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

訪問介護 3 12.5% 0 0.0% 

訪問入浴介護 5 20.8% 0 0.0% 

訪問看護 0 0.0% 0 0.0% 

訪問リハビリ 0 0.0% 0 0.0% 

通所介護 13 54.2% 0 0.0% 

通所リハビリ 0 0.0% 0 0.0% 

福祉用具貸与・販売 1 4.2% 0 0.0% 

居宅介護支援 2 8.3% 0 0.0% 

夜間対応型訪問介護 0 0.0% 0 0.0% 

認知症対応型通所介護 0 0.0% 0 0.0% 

居宅療養管理指導 0 0.0% 0 0.0% 

短期入所生活介護 0 0.0% 0 0.0% 

短期入所療養介護 0 0.0% 0 0.0% 

特定施設入居者生活保護 0 0.0% 1 50.0% 

小規模多機能型居宅介護 0 0.0% 0 0.0% 

認知症対応型共同生活介護 0 0.0% 1 50.0% 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0.0% 0 0.0% 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0.0% 0 0.0% 

介護老人福祉施設 0 0.0% 0 0.0% 

介護老人保健施設 0 0.0% 0 0.0% 

介護療養型医療施設 0 0.0% 0 0.0% 

その他 0 0.0% 0 0.0% 

合 計 24 100.0% 2 100.0% 
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問 12．Ｄ．最も再開に時間を要したサービスの事業再開時期 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

震災当日（2011 年 3 月 11 日） 0 0.0% 1 50.0% 

震災後翌日（2011 年 3 月 12 日頃） 2 7.7% 0 0.0% 

震災後 1週間以内（2011 年 3 月 18 日頃） 5 19.2% 0 0.0% 

震災後 2週間以内（2011 年 3 月 25 日頃） 8 30.8% 0 0.0% 

震災後 1ヶ月以内（2011 年 4 月頃） 9 34.6% 0 0.0% 

震災後 3ヶ月以内（2011 年 6 月頃） 1 3.8% 0 0.0% 

震災後半年以内（2011 年 9 月頃） 0 0.0% 0 0.0% 

震災後 1年頃以内（2012 年春頃） 0 0.0% 1 50.0% 

震災後 1年～現在まで 1 3.8% 0 0.0% 

事業再開見込み（2013 年春頃迄） 0 0.0% 0 0.0% 

合 計 26 100.0% 22 100.0% 

 

【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 13．問 12 で答えた「最も短時間で再開できたサービス」を、被災後最初の再開事業として選

んだ理由はなぜですか（複数回答） 

職員の安否確認 利用者の安否確認 
項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

利用者のニーズが多かったため 70 73.7% 16 69.6% 

外部からの支援が受けやすかったため 7 7.4% 5 21.7% 

事業運営に必要な人材が揃っていたため 49 51.6% 12 52.2% 

自法人の主力事業であるため 45 47.4% 4 17.4% 

その他 10 10.5% 4 17.4% 

回答数 95 23  
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【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 14．問 12 で答えた「最も短時間で再開できたサービス」を再開する前、被災事業所の事業エ

リアでは、利用者と介護事業者との間のサービスの調整（ケアマネジメント業務）を誰が行って

いましたか（複数回答） 

職員の安否確認 利用者の安否確認 
項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

自法人 80 83.3% 21 87.5% 

自法人以外の福祉事業者(社協を除く) 17 17.7% 1 4.2% 

市町村の職員 5 5.2% 3 12.5% 

都道府県の職員 2 2.1% 1 4.2% 

社会福祉協議会(自市区町村) 7 7.3% 1 4.2% 

社会福祉協議会(都道府県) 0 0.0% 0 0.0% 

地域包括支援センター 13 13.5% 2 8.3% 

誰も行っていなかった 4 4.2% 1 4.2% 

その他 4 4.2% 1 4.2% 

回答数 96 24  
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【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 15．問 12 で答えた「最も短時間で再開できたサービス」を再開した際の問題点は、何でした

か（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

特に問題はなかった 10 10.2% 1 4.2% 

瓦礫の撤去 6 6.1% 1 4.2% 

事業用地の確保 3 3.1% 2 8.3% 

事業の将来性への不安 14 14.3% 2 8.3% 

利用者の減少 30 30.6% 2 8.3% 

復旧プラン決定の遅さ 6 6.1% 0 0.0% 

ケアスタッフの不足 30 30.6% 6 25.0% 

事務局人材の不足 4 4.1% 0 0.0% 

必要な物資の不足 48 49.0% 12 50.0% 

事業資金の不足 12 12.2% 2 8.3% 

二重ローン問題 3 3.1% 1 4.2% 

施設の損傷 29 29.6% 10 41.7% 

インフラの復旧の遅さ 44 44.9% 14 58.3% 

社会福祉協議会との調整 4 4.1% 0 0.0% 

行政との調整 4 4.1% 0 0.0% 

ボランティアとの調整、役割分担 1 1.0% 0 0.0% 

（利用者負担のある）介護保険サービスへの移行 2 2.0% 0 0.0% 

職員の退職 8 8.2% 2 8.3% 

職員のモチベーションの低下 11 11.2% 2 8.3% 

その他 10 10.2% 1 4.2% 

回答数 98 24  
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【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 16．問 12 で答えた「最も再開に時間を要したサービス」について、再開が遅くなった理由は

何ですか（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

利用者のニーズが減少したため 6 17.1% 1 16.7% 

外部からの支援が受けづらかったため 2 5.7% 2 33.3% 

事業の運営に必要な人材が不足していたため 8 22.9% 1 16.7% 

自社の主力事業ではなかったため 0 0.0% 0 0.0% 

事業資金の調達に時間がかかったため 0 0.0% 1 16.7% 

その他 24 68.6% 3 50.0% 

回答数 35 6  

 

【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 17．問 12 で答えた「最も再開に時間を要したサービス」について、再開が遅くなった理由は

何ですか（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

利用者の増加 22 23.7% 5 25.0% 

利用者の減少 36 38.7% 4 20.0% 

利用者の重度化 12 12.9% 4 20.0% 

利用者の軽度化 2 2.2% 0 0.0% 

利用者の施設への移行 24 25.8% 2 10.0% 

利用者の入院 15 16.1% 2 10.0% 

その他 23 24.7% 9 45.0% 

回答数 93 20  
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【問６で「ある」と回答し、問７から問９の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちらか、

または両方に回答している人のみ】 

問 18．現在、在宅介護事業及び在宅以外の介護事業を実施するうえでの課題は何ですか（複数回

答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

特に問題はない 23 24.5% 4 16.7% 

瓦礫の撤去 0 0.0% 0 0.0% 

事業用地の確保 3 3.2% 1 4.2% 

事業の将来性への不安 24 25.5% 3 12.5% 

利用者の減少 20 21.3% 3 12.5% 

復旧プラン決定の遅さ 4 4.3% 2 8.3% 

ケアスタッフの不足 50 53.2% 13 54.2% 

事務局人材の不足 2 2.1% 1 4.2% 

必要な物資の不足 3 3.2% 4 16.7% 

事業資金の不足 12 12.8% 6 25.0% 

二重ローン問題 4 4.3% 2 8.3% 

施設の損傷 4 4.3% 2 8.3% 

インフラの復旧の遅さ 12 12.8% 5 20.8% 

社会福祉協議会との調整 1 1.1% 0 0.0% 

行政との調整 5 5.3% 1 4.2% 

ボランティアとの調整、役割分担 1 1.1% 1 4.2% 

（利用者負担のある）介護保険サービスへの移行 1 1.1% 0 0.0% 

職員の退職 12 12.8% 4 16.7% 

職員のモチベーションの低下 8 8.5% 3 12.5% 

その他 4 4.3% 1 4.2% 

回答数 94 24  

 

 

 

 

 

 

 

 

48



【問６で「ある」と回答した人のみ】 

問 19．問 18 で答えた課題を解決するために、行政から、どのような支援があればよいと思いま

すか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

特に支援は必要ない 16 17.6% 

資金調達支援 9 9.9% 

人材調達支援 38 41.8% 

物資調達支援 12 13.2% 

インフラの早期復旧 16 17.6% 

街の復興のスピードアップ 5 5.5% 

利用者との調整 4 4.4% 

各種手続きの簡素化 17 18.7% 

規制緩和 14 15.4% 

報酬水準の改善 35 38.5% 

助成金・補助金の支給 41 45.1% 

支援ボランティアとの仲介 2 2.2% 

情報提供の強化 9 9.9% 

その他 3 3.3% 

回答数 91  

 

【問６で「ある」と回答した人のみ】 

問 20．問 18 で答えた課題を解決するために、業界団体から、どのような支援があればよいと思

いますか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

特に支援は必要ない 19 21.6% 

資金調達支援 16 18.2% 

人材調達支援 38 43.2% 

物資調達支援 14 15.9% 

利用者との調整業務 7 8.0% 

支援ボランティアとの仲介 3 3.4% 

各種情報提供 26 29.5% 

行政への働きかけ 32 36.4% 

その他 1 1.1% 

回答数 88  
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Ⅲ．東日本大震災後の他団体からの支援について 

■人材面での支援について 

【問６で「ある」と回答した人のみ】 

問 21．貴法人は、被災後、人的支援を受けましたか 

項 目 件 数 割 合（%） 

はい 8 7.4% 

いいえ 100 92.6% 

合 計 108 100.0% 

 

【問 21 で「いいえ」と回答した人のみ】 

問 22．人的支援を受けなかった理由は何ですか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

自組織の体制で十分対応可能であった 82 82.8% 

地域性を理解していない人材を受け入れる事への不安 2 2.0% 

自法人のサービス提供方法を変えることへの不安 5 5.1% 

利用者、利用者家族からの要望 2 2.0% 

派遣される人材の能力の不安 3 3.0% 

支援の条件が折り合わなかった 0 0.0% 

支援要請の仕方がわからなかった 11 11.1% 

事業所の再開の目処が立っていなかった 3 3.0% 

その他 4 4.0% 

回答数 99  
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【問 21 で「はい」と回答し、問 23 から問 26の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちら

か、または両方に回答している人のみ】 

問 23．震災以降、下記の団体からの支援を受けましたか。また、支援を受けた団体とは震災以前

から付き合いがありましたか（複数回答） 

○在宅介護事業所 

支援を受けた 
以前からの 

付き合いが有り 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

自法人の他の事業所 1 16.7% 0 0.0% 

自法人以外の福祉事業者(社協を除く) 2 33.3% 2 50.0% 

市町村 1 16.7% 1 25.0% 

都道府県 1 16.7% 1 25.0% 

社会福祉協議会(自市区町村) 0 0.0% 0 0.0% 

社会福祉協議会(都道府県) 1 16.7% 1 25.0% 

ボランティア団体 3 50.0% 1 25.0% 

その他 1 16.7% 1 25.0% 

回答数 6 4  

 

○在宅以外の介護事業所 

支援を受けた 
以前からの 

付き合いが有り 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

自法人の他の事業所 0 0.0% 0 0.0% 

自法人以外の福祉事業者(社協を除く) 0 0.0% 0 0.0% 

市町村 0 0.0% 0 0.0% 

都道府県 0 0.0% 0 0.0% 

社会福祉協議会(自市区町村) 0 0.0% 0 0.0% 

社会福祉協議会(都道府県) 0 0.0% 0 0.0% 

ボランティア団体 1 100.0% 0 0.0% 

その他 0 0.0% 1 100.0% 

回答数 6 4  
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【問 21 で「はい」と回答し、問 23 から問 26の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちら

か、または両方に回答している人のみ】 

問 24．被災直後から現在まで、どのような人材が不足しましたか（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

リーダーシップ能力がある人材 2 50.0% 2 100.0% 

医療的ケア技術がある人材 2 50.0% 1 50.0% 

介護技術がある人材 2 50.0% 2 100.0% 

現場経験が豊富な人材 1 25.0% 1 50.0% 

マネジメント能力がある人材 1 25.0% 1 50.0% 

利用者との関係構築能力がある人材 0 0.0% 0 0.0% 

コミュニケーション能力がある人材 0 0.0% 0 0.0% 

事務処理能力がある人材 0 0.0% 0 0.0% 

ネットワーク構築能力がある人材 0 0.0% 0 0.0% 

その他 1 25.0% 0 0.0% 

回答数 4 2  

 

【問 21 で「はい」と回答し、問 23 から問 26の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちら

か、または両方に回答している人のみ】 

問 25．Ａ．貴法人において、震災当日から現在まで期間で、最も人材が不足した時期はいつでし

たか 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

震災当日（2011 年 3 月 11 日） 0 0.0% 2 0.0% 

震災後翌日（2011 年 3 月 12 日頃） 1 16.7% 1 0.0% 

震災後 1週間以内（2011 年 3 月 18 日頃） 1 16.7% 2 50.0% 

震災後 2週間以内（2011 年 3 月 25 日頃） 0 0.0% 1 0.0% 

震災後 1ヶ月以内（2011 年 4 月頃） 1 16.7% 1 0.0% 

震災後 3ヶ月以内（2011 年 6 月頃） 0 0.0% 0 0.0% 

震災後半年以内（2011 年 9 月頃） 0 0.0% 0 0.0% 

震災後 1年頃以内（2012 年春頃） 1 16.7% 0 0.0% 

震災後 1年～現在まで 2 33.3% 0 50.0% 

合 計 6 100.0% 2 100.0% 
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問 25．Ｂ．震災当日から現在までの期間で、人材が不足した理由は何でしたか（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

新規利用者数の増加 0 0.0% 0 0.0% 

既存利用者の重度化に伴う従業員の負担増 1 20.0% 0 0.0% 

従業員の減少 5 100.0% 2 100.0% 

ボランティアの減少、撤退 0 0.0% 0 0.0% 

その他 0 0.0% 0 0.0% 

回答数 2 2  

 

問 25．Ｃ．震災当日から現在までの期間での人材不足の解消方法は何ですか（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

自法人で新規/再雇用を行った 2 50.0% 1 50.0% 

他法人等からの支援を受けた 1 25.0% 0 0.0% 

事業対象エリアを縮小した 0 0.0% 0 0.0% 

ボランティア人材の受け入れ 0 0.0% 0 0.0% 

サービス（事業）内容を縮小した 1 25.0% 1 50.0% 

その他 0 0.0% 0 0.0% 

回答数 4 2  
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【問 21 で「はい」と回答し、問 23 から問 26の在宅介護事業所、在宅以外の介護事業所のどちら

か、または両方に回答している人のみ】 

問 26．被災直後から現在までの間で、人的な支援を受ける上での課題は何でしたか（複数回答） 

在宅介護事業所 
在宅以外の 
介護事業所 項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

自スタッフと支援ボランティアとのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 0 0.0% 0 0.0% 

利用者と支援ボランティアとのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 1 33.3% 0 0.0% 

自法人スタッフと支援ボランティアとの役割分担 0 0.0% 0 0.0% 

支援ボランティアと地元関係機関との関係構築 0 0.0% 0 0.0% 

支援ボランティアの安全確保 1 33.3% 0 0.0% 

支援ボランティアの健康管理 1 33.3% 0 0.0% 

支援ボランティアの宿泊場所の確保 2 66.7% 1 100.0% 

支援ボランティアの飲食料の確保 0 0.0% 0 0.0% 

支援ボランティアの移動手段の確保 1 33.3% 0 0.0% 

支援ボランティアとの連絡手段の確保 1 33.3% 0 0.0% 

その他 0 0.0% 0 0.0% 

回答数 3 1  

 

■物資、金銭面の支援について 

【問６で「ある」と回答した人のみ】 

問 27．東日本大震災以後、物資面の支援を受けましたか 

項 目 件 数 割 合（%） 

はい 51 47.2% 

いいえ 57 52.8% 

合 計 108 100.0% 
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【問 27 で「はい」と回答した人のみ】 

問 28．震災後から現在まで、どのような物資が不足しましたか。また、どのような物資の支援を

受けましたか（複数回答） 

不足有り 支援有り 
項 目 

件数 割合（%） 件数 割合（%） 

食料品 21 51.2% 24 63.2% 

飲料 25 61.0% 24 63.2% 

家具・家事用品（家具、ベッド、布団等） 6 14.6% 8 21.1% 

衣類等（衣類、履物等） 10 24.4% 10 26.3% 

衛生用品（ウエットティッシュ、消毒液等） 17 41.5% 21 55.3% 

医薬品、医療用品（医薬品、おむつ等） 22 53.7% 22 57.9% 

燃料（自動車用ガソリン等） 35 85.4% 16 42.1% 

教養娯楽用耐久財（テレビ、パソコン、カメラ等） 6 14.6% 4 10.5% 

教養娯楽用品（文房具、電池等） 12 29.3% 6 15.8% 

輸送用機械器具（自転車、自動車等） 7 17.1% 6 15.8% 

照明器具（懐中電灯、ランタン等） 10 24.4% 4 10.5% 

調理器具（カセットコンロ、食器等） 10 24.4% 5 13.2% 

その他 1 2.4% 0 0.0% 

回答数 41 38  

 

【問６で「ある」と回答した人のみ】 

問 30．被災後、外部から、金銭的支援は受けましたか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

金銭的支援は受けていない 63 61.2% 

見舞金、寄付金の受領 13 12.6% 

行政からの補助金や助成金の受領 24 23.3% 

政府系金融機関からの低利貸付 7 6.8% 

(独)福祉医療機構からの福祉関係融資 2 1.9% 

社会福祉協議会からの低利貸付 0 0.0% 

地域金融機関からの低利貸付 11 10.7% 

その他 0 0.0% 

回答数 103  
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Ⅳ．東日本大震災後の他団体に対する支援の実施状況について 

問 31．貴法人では、東日本大震災の被災地に対して、人的支援を行いましたか 

項 目 件 数 割 合（%） 

はい 60 17.2% 

いいえ 288 82.8% 

合 計 352 100.0% 

 

【問 31 で「いいえ」と回答した人のみ】 

問 32．被災地へ人的支援を行わなかった理由は何ですか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

被災地のニーズに合う支援を用意できなかった 48 16.9% 

被災地で活躍する能力を持つ人材がいなかった 32 11.3% 

被災地に送り出す人材の数がいなかった 203 71.5% 

経済的に人的支援が難しかった 78 27.5% 

被災地への派遣に立候補する人材がいなかった 24 8.5% 

被災地のニーズがわからなかった 20 7.0% 

被災地への交通手段がなかった 22 7.7% 

被災地に知り合いがいなかった 20 7.0% 

支援を申し出る窓口がわからなかった 17 6.0% 

支援を申し出たが、実際の支援要請がなかった 14 4.9% 

自法人が被災して他の支援どころではなかった 38 13.4% 

その他 10 3.5% 

回答数 284  
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【問 31 で「いいえ」と回答した人のみ】 

問 33．いつから被災地への支援を行いましたか 

項 目 件 数 割 合（%） 

震災当日から（2011 年３月 11 日） 7 11.7% 

震災後翌日から（2011 年３月 12 日頃） 10 16.7% 

震災後１週間以内から（2011 年３月 18 日頃） 9 15.0% 

震災後２週間以内から（2011 年３月 25 日頃） 5 8.3% 

震災後１ヶ月以内から（2011 年４月頃） 20 33.3% 

震災後３ヶ月以内から（2011 年６月頃） 8 13.3% 

震災後半年以内から（2011 年９月頃） 1 1.7% 

震災後１年以内から（2012 年春頃） 0 0.0% 

震災後１年～現在までの間から 0 0.0% 

合 計 60 100.0% 

 

【問 31 で「いいえ」と回答した人のみ】 

問 34．（延べベースで）どのくらいの数の法人を支援しましたか 

項 目 件 数 割 合（%） 

１法人 25 46.3% 

2～3 法人 19 35.2% 

4～5 法人 5 9.3% 

6～１0法人 2 3.7% 

11～20 法人 2 3.7% 

21～30 法人 0 0.0% 

31 法人以上 1 1.9% 

合 計 54 100.0% 
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【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 35．（延べベースで）どのくらいの期間、支援しましたか 

項 目 件 数 割 合（%） 

１、２日 7 59.0% 

３日以上～１週間未満 15 11.9% 

１週間以上～２週間未満 10 25.4% 

２週間以上～１ヶ月未満 9 16.9% 

１ヶ月以上～３ヶ月未満 10 15.3% 

３ヶ月以上～６ヶ月未満 3 16.9% 

６ヶ月以上～１年未満 0 5.1% 

１年以上 5 0.0% 

合 計 59 100.0% 

 

【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 36．支援先から引き上げた理由は、何ですか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

支援先の通常業務体制が整った 25 46.3% 

支援先の事業所、避難所が縮小、閉鎖した 12 22.2% 

自組織のスタッフが不足した 13 24.1% 

自組織の負担が想定を上回った 2 3.7% 

理想とする支援が出来なかった 1 1.9% 

継続の条件が合わなかった 0 0.0% 

地元関連団体との調整が難しくなった 1 1.9% 

その他 10 18.5% 

回答数 54  
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【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 37．Ａ．今回の東日本大震災の被災地で、貴法人が最も人材を派遣した場所(延べ人数ベース)

はどこですか 

項 目 件 数 割 合（%） 

青森県 0 0.0% 

岩手県 8 15.7% 

宮城県 36 70.6% 

福島県 6 11.8% 

茨城県 1 2.0% 

栃木県 0 0.0% 

千葉県 0 0.0% 

合 計 51 100.0% 
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【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 37．Ａ．今回の東日本大震災の被災地で、貴法人が最も人材を派遣した場所(延べ人数ベース)

はどこですか（内訳） 

項 目 件 数 割 合（%） 

岩手県 宮古市 2 3.9% 

 大船渡市 2 3.9% 

釜石市 3 5.9% 

下閉伊郡岩泉町 1 2.0% 

宮城県 仙台市青葉区 1 2.0% 

    仙台市宮城野区 2 3.9% 

    仙台市若林区 1 2.0% 

    仙台市太白区 1 2.0% 

    石巻市 18 35.3% 

    塩釜市 2 3.9% 

    気仙沼市 2 3.9% 

    東松島市 1 2.0% 

    大崎市 2 3.9% 

亘理郡亘理町 1 2.0% 

宮城郡松島町 1 2.0% 

牡鹿郡女川町 2 3.9% 

本吉郡南三陸町 1 2.0% 

福島県 福島市 1 2.0% 

郡山市 2 3.9% 

いわき市 3 5.9% 

茨城県 日立市 1 2.0% 

合 計 51 100.0% 
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【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 37．Ｂ．今回の東日本大震災の被災地で、貴法人が最も人材を派遣した事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 件 数 割 合（%） 

訪問介護 11 25.6% 

訪問入浴介護 12 27.9% 

訪問看護 3 7.0% 

訪問リハビリ 0 0.0% 

通所介護 5 11.6% 

通所リハビリ 0 0.0% 

福祉用具貸与・販売 0 0.0% 

居宅介護支援 2 4.7% 

夜間対応型訪問介護 0 0.0% 

認知症対応型通所介護 1 2.3% 

居宅療養管理指導 0 0.0% 

短期入所生活介護 0 0.0% 

短期入所療養介護 0 0.0% 

特定施設入居者生活保護 0 0.0% 

小規模多機能型居宅介護 1 2.3% 

認知症対応型共同生活介護 3 7.0% 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0.0% 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0.0% 

介護老人福祉施設 2 4.7% 

介護老人保健施設 0 0.0% 

介護療養型医療施設 0 0.0% 

その他 8 18.6% 

回答数 43  
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【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 38．被災地に派遣されたスタッフは、どのような活動をされていましたか（複数回答） 

 

 

【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 39．震災後支援を行った先とは、震災以前から知り合いでしたか 

項 目 件 数 割 合（%） 

はい 39 68.4% 

いいえ 18 31.6% 

合 計 57 100.0% 

 

 

 

 

 

 

項 目 件 数 割 合（%） 

瓦礫の撤去などの支援 9 16.1% 

現地住民の移動支援 9 16.1% 

一般避難者への生活サポート 21 37.5% 

一般避難者へのメンタルケア 15 26.8% 

福祉避難所の要援護者への直接介護 19 33.9% 

福祉避難所の要援護者への医療ケア 4 7.1% 

福祉避難所の要援護者への生活サポート 15 26.8% 

福祉避難所の要援護者へのメンタルケア 8 14.3% 

在宅の要援護者への直接介護 10 17.9% 

在宅の要援護者への医療ケア 3 5.4% 

在宅の要援護者への生活サポート 12 21.4% 

在宅の要援護者へのメンタルケア 3 5.4% 

介護施設の要援護者への直接介護 13 23.2% 

介護施設の要援護者への医療ケア 1 1.8% 

介護施設の要援護者への生活サポート 6 10.7% 

介護施設の要援護者へのメンタルケア 5 8.9% 

介護施設の職員へのメンタルケア 2 3.6% 

在宅介護サービス職員へのメンタルケア 3 5.4% 

その他 3 5.4% 

回答数 56  
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【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 40．震災後支援を行った先と、知り合ったきっかけは何ですか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

行政機関(自市区町村)の紹介 10 19.6% 

行政機関(都道府県)の紹介 3 5.9% 

業界団体の紹介 24 47.1% 

専門職団体の紹介 3 5.9% 

個別事業者の紹介 1 2.0% 

社会福祉協議会の紹介 0 0.0% 

セミナー、勉強会等 1 2.0% 

審議会、委員会等 0 0.0% 

ボランティア団体の紹介 5 9.8% 

インターネット（ソーシャルメディア含む） 1 2.0% 

知人の紹介 9 17.6% 

その他 11 21.6% 

回答数 51  

 

【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 41．被災地にどのような職位階層の人材を派遣しましたか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

施設長クラスの人材の派遣 23 40.4% 

現場リーダークラスの人材の派遣 32 56.1% 

現場ケアスタッフクラスの人材の派遣 25 43.9% 

事務職リーダークラスの人材の派遣 5 8.8% 

事務職スタッフクラスの人材の派遣 4 7.0% 

その他 8 14.0% 

回答数 57  
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【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 42．被災地に派遣した人材は、どのような資格を持っていましたか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

介護福祉士 36 63.2% 

看護師 27 47.4% 

ホームヘルパー 33 57.9% 

ケアマネジャー 28 49.1% 

理学療法士 5 8.8% 

作業療法士 2 3.5% 

社会福祉士 10 17.5% 

栄養士 2 3.5% 

その他 5 8.8% 

回答数 57  

 

【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 43．A．被災～２週間までに派遣した人材（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

リーダーシップ能力がある人材 15 57.7% 

医療的ケア技術がある人材 10 38.5% 

介護技術がある人材 17 65.4% 

現場経験が豊富な人材 17 65.4% 

マネジメント能力がある人材 13 50.0% 

利用者との関係構築能力がある人材 10 38.5% 

コミュニケーション能力がある人材 16 61.5% 

事務処理能力がある人材 4 15.4% 

ネットワーク構築能力がある人材 3 11.5% 

その他 1 3.8% 

回答数 26  
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問 43．B．被災後２週間～６ヶ月までに派遣した人材（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

リーダーシップ能力がある人材 19 61.3% 

医療的ケア技術がある人材 12 38.7% 

介護技術がある人材 24 77.4% 

現場経験が豊富な人材 22 71.0% 

マネジメント能力がある人材 17 54.8% 

利用者との関係構築能力がある人材 19 61.3% 

コミュニケーション能力がある人材 18 58.1% 

事務処理能力がある人材 7 22.6% 

ネットワーク構築能力がある人材 8 25.8% 

その他 0 0.0% 

回答数 31  

 

問 43．C．被災後６ヶ月～現在までに派遣した人材（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

リーダーシップ能力がある人材 6 85.7% 

医療的ケア技術がある人材 3 42.9% 

介護技術がある人材 4 57.1% 

現場経験が豊富な人材 6 85.7% 

マネジメント能力がある人材 5 71.4% 

利用者との関係構築能力がある人材 5 71.4% 

コミュニケーション能力がある人材 7 100.0% 

事務処理能力がある人材 2 28.6% 

ネットワーク構築能力がある人材 5 71.4% 

その他 0 0.0% 

回答数 7  

 

【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 44．被災地へどのような仕組で人材を派遣しましたか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

ローテーションを組んで複数の人員を派遣した 25 51.0% 

特定のスタッフを長期的に派遣した 13 26.5% 

その他 11 22.4% 

回答数 49  
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【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 45．被災地に派遣した従業員は、1 人当たり、おおむねどのくらいの期間支援を行っていまし

たか 

項 目 件 数 割 合（%） 

１、２日 12 21.1% 

３日以上～１週間未満 26 45.6% 

１週間以上～２週間未満 12 21.1% 

２週間以上～１ヶ月未満 4 7.0% 

１ヶ月以上～３ヶ月未満 2 3.5% 

３ヶ月以上～６ヶ月未満 0 0.0% 

６ヶ月以上～１年未満 0 0.0% 

１年以上 1 1.8% 

合 計 57 100.0% 

 

【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 46．被災地に支援人材を派遣するにあたり、貴法人ではおおむねどのくらいのコストを要しま

したか。総額でお答えください 

項 目 件 数 割 合（%） 

10 万円未満 26 47.3% 

10 万円以上～50 万円未満 15 27.3% 

50 万円以上～100 万円未満 7 12.7% 

100 万円以上～300 万円未満 3 5.5% 

300 万円以上～500 万円未満 2 3.6% 

500 万円以上～1,000 万円未満 2 3.6% 

1,000 万円以上 0 0.0% 

合 計 55 100.0% 
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【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 48．被災地で支援をした際に、支援人材が現地で直面した課題は何でしたか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

支援先スタッフとのコミュニケーション 16 31.4% 

支援先の利用者とのコミュニケーション 21 41.2% 

支援先の地元スタッフとの役割分担 19 37.3% 

地元関係機関との関係構築 8 15.7% 

支援スタッフの安全の確保 11 21.6% 

支援スタッフの健康管理 12 23.5% 

支援スタッフの宿泊場所の確保 5 9.8% 

支援スタッフの飲食料の確保 5 9.8% 

支援スタッフの移動手段の確保 12 23.5% 

支援スタッフとの連絡手段の確保 3 5.9% 

その他 3 5.9% 

回答数 51  
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【問 31 で「はい」と回答した人のみ】 

問 49．被災地への支援を行った従業員は、自身のための用意として被災地にどのようなものを持

って行きましたか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

食料品 39 81.3% 

飲料 28 58.3% 

衣類、タオル 33 68.8% 

就寝用具（寝袋等） 21 43.8% 

おむつ、衛生用品 9 18.8% 

簡易トイレ 1 2.1% 

医薬品 18 37.5% 

化粧品 12 25.0% 

ガソリン、灯油 7 14.6% 

ランタン、懐中電灯 17 35.4% 

浄水器 0 0.0% 

発電機 0 0.0% 

ラジオ 12 25.0% 

携帯電話充電器 20 41.7% 

自転車、自動車 6 12.5% 

ダンボール 3 6.3% 

新聞紙 6 12.5% 

サランラップ 4 8.3% 

調理器具・食器 6 12.5% 

パソコン 8 16.7% 

通信機器（無線等） 3 6.3% 

その他 4 8.3% 

回答数 48  

 

■物資、金銭面の支援について 

問 50．被災地に対して、支援物資を送りましたか 

項 目 件 数 割 合（%） 

はい 101 29.8% 

いいえ 238 70.2% 

合 計 339 100.0% 
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【問 49 で「はい」と回答した人のみ】 

問 51．被災地に対して支援物資としてどのようなものを送りましたか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

食料品 45 44.6% 

飲料 37 36.6% 

衣類、タオル 52 51.5% 

就寝用具（寝袋等） 17 16.8% 

おむつ、衛生用品 58 57.4% 

簡易トイレ 5 5.0% 

医薬品 13 12.9% 

化粧品 7 6.9% 

ガソリン、灯油 4 4.0% 

ランタン、懐中電灯 9 8.9% 

浄水器 2 2.0% 

発電機 1 1.0% 

ラジオ 6 5.9% 

携帯電話充電器 5 5.0% 

自転車、自動車 3 3.0% 

ダンボール 3 3.0% 

新聞紙 5 5.0% 

サランラップ 6 5.9% 

調理器具・食器 8 7.9% 

パソコン 3 3.0% 

その他 9 8.9% 

回答数 101  

 

問 52．被災地に金銭的支援は行いましたか 

項 目 件 数 割 合（%） 

はい 175 52.9% 

いいえ 156 47.1% 

合 計 331 100.0% 
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Ⅴ．災害時の支援のあり方について 

■日々の防災対策について 

問 53．災害に備え、防災・減災対策を行っていますか（複数回答）－A．3.11 前より実施 

項 目 件 数 割 合（%） 

災害時要援護利用者リストの整理 95 34.4% 

安否確認手順の策定 120 43.5% 

避難訓練の実施 176 63.8% 

ＢＣＰ策定 10 3.6% 

飲食料品の備蓄 87 31.5% 

介護用品の備蓄(おむつ等) 146 52.9% 

医療用品の備蓄 100 36.2% 

衛生用品の備蓄(ティッシュ等) 142 51.4% 

防寒用品の備蓄 59 21.4% 

建築物の耐震化 87 31.5% 

自家発電設備の設置 18 6.5% 

災害時対応の協議(対行政機関) 22 8.0% 

災害時対応の協議(対民間介護事業者) 17 6.2% 

災害時対応の協議(対その他民間企業) 12 4.3% 

地域内のネットワークづくり 71 25.7% 

広域的なネットワークづくり 24 8.7% 

地震保険、火災保険への加入 199 72.1% 

その他 1 0.4% 

回答数 276  
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問 53．災害に備え、防災・減災対策を行っていますか（複数回答）－B．3.11 以降に実施 

項 目 件 数 割 合（%） 

災害時要援護利用者リストの整理 66 32.2% 

安否確認手順の策定 74 36.1% 

避難訓練の実施 39 19.0% 

ＢＣＰ策定 28 13.7% 

飲食料品の備蓄 83 40.5% 

介護用品の備蓄(おむつ等) 58 28.3% 

医療用品の備蓄 46 22.4% 

衛生用品の備蓄(ティッシュ等) 56 27.3% 

防寒用品の備蓄 57 27.8% 

建築物の耐震化 31 15.1% 

自家発電設備の設置 24 11.7% 

災害時対応の協議(対行政機関) 57 27.8% 

災害時対応の協議(対民間介護事業者) 53 25.9% 

災害時対応の協議(対その他民間企業) 44 21.5% 

地域内のネットワークづくり 60 29.3% 

広域的なネットワークづくり 25 12.2% 

地震保険、火災保険への加入 26 12.7% 

その他 3 1.5% 

回答数 205  
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問 53．災害に備え、防災・減災対策を行っていますか（複数回答）－C．実施していない 

項 目 件 数 割 合（%） 

災害時要援護利用者リストの整理 87 41.2% 

安否確認手順の策定 66 31.3% 

避難訓練の実施 64 30.3% 

ＢＣＰ策定 147 69.7% 

飲食料品の備蓄 90 42.7% 

介護用品の備蓄(おむつ等) 67 31.8% 

医療用品の備蓄 94 44.5% 

衛生用品の備蓄(ティッシュ等) 60 28.4% 

防寒用品の備蓄 117 55.5% 

建築物の耐震化 117 55.5% 

自家発電設備の設置 183 86.7% 

災害時対応の協議(対行政機関) 141 66.8% 

災害時対応の協議(対民間介護事業者) 147 69.7% 

災害時対応の協議(対その他民間企業) 156 73.9% 

地域内のネットワークづくり 100 47.4% 

広域的なネットワークづくり 159 75.4% 

地震保険、火災保険への加入 38 18.0% 

その他 0 0.0% 

回答数 211  

 

■被災地における福祉サービスの継続について 

問 54．大規模災害発生直後から２ヶ月程度までの間に、被災地での介護サービスを継続するため

に地域内でどのような情報を共有する必要があると思いますか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

要援護者の医療・福祉情報リスト(利用者台帳等) 225 67.6% 

災害時に受入可能な社会福祉資源リスト 255 76.6% 

災害時に受入可能な医療機関リスト 264 79.3% 

避難所の避難者リスト 205 61.6% 

特に必要ない 3 0.9% 

その他 9 2.7% 

回答数 333  
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問 55．大規模災害発生直後から２ヶ月程度までの間に、被災地での介護サービス利用者のニーズ

の把握や、利用者と介護サービス提供者との調整を誰が行うべきだと思いますか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

市区町村 279 83.3% 

都道府県 100 29.9% 

事業者団体 105 31.3% 

専門職団体 50 14.9% 

社会福祉協議会(市区町村) 163 48.7% 

社会福祉協議会(都道府県)  71 21.2% 

社会福祉協議会(県外) 23 6.9% 

地域包括支援センター 217 64.8% 

ボランティア団体 41 12.2% 

民間の介護福祉事業者 128 38.2% 

その他 2 0.6% 

回答数 335  

 

問 56．大規模災害発生直後から２ヶ月程度までの間に、被災地での介護サービスは、どのような

団体が中心で行うことが効果的だと思いますか 

項 目 件 数 割 合（%） 

専門職団体 32 16.9% 

社会福祉協議会(市区町村) 50 26.5% 

社会福祉協議会(都道府県)  13 6.9% 

社会福祉協議会(県外) 3 1.6% 

地域包括支援センター 40 21.2% 

ボランティア団体 5 2.6% 

県内の民間介護福祉事業者 27 14.3% 

県外の民間介護福祉事業者 14 7.4% 

その他 5 2.6% 

合 計 189 100.0% 
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問 57．大規模災害に備えた、福祉事業者の広域連携は必要だと思いますか 

項 目 件 数 割 合（%） 

はい 324 94.7% 

いいえ 18 5.3% 

合 計 342 100.0% 

 

【問 57 で「はい」と回答した人のみ】 

問 58．問 57 で答えた、大規模災害を想定した広域連携は、どの程度の地理的な広がりを持たせ

るべきだと思いますか（複数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

隣接する市町村レベル 186 57.6% 

同一県内レベル 110 34.1% 

隣接する都道府県レベル 114 35.3% 

地方レベル（北海道、東北、関東等） 51 15.8% 

全国レベル 58 18.0% 

回答数 323  

 

【問 57 で「はい」と回答した人のみ】 

問 59．問 57 で答えた、大規模災害を想定した広域連携は、どのような団体を中核とすることが

効果的だと思いますか 

項 目 件 数 割 合（%） 

厚生労働省 22 9.2% 

地方厚生（支）局 8 3.4% 

その他中央官庁 1 0.4% 

都道府県 82 34.5% 

市区町村 88 37.0% 

事業者団体 8 3.4% 

専門職団体 7 2.9% 

社会福祉協議会（都道府県） 12 5.0% 

ボランティア団体 1 0.4% 

医療機関 4 1.7% 

民間の介護福祉事業者 5 2.1% 

その他 0 0.0% 

合 計 342 100.0% 
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問 60．介護版ＤＭＡＴを作る場合、どのような主体が運用の中核となればよいと思いますか（複

数回答） 

項 目 件 数 割 合（%） 

厚生労働省 92 27.5% 

地方厚生（支）局 32 9.6% 

その他中央官庁 14 4.2% 

都道府県 143 42.7% 

政令指定都市 20 6.0% 

中核市 13 3.9% 

市区町村 190 56.7% 

地域包括支援センター 125 37.3% 

事業者団体 75 22.4% 

専門職団体 80 23.9% 

ボランティア団体 40 11.9% 

医療機関 101 30.1% 

民間の介護事業者 86 25.7% 

その他 1 0.3% 

回答数 335  

 

問 61．介護版ＤＭＡＴを作る場合、どのような有資格者が構成員の中心になるべきだと思います

か 

項 目 件 数 割 合（%） 

介護福祉士 37 14.5% 

ホームヘルパー 8 3.1% 

社会福祉士 49 19.2% 

医師 48 18.8% 

看護師 22 8.6% 

PT/OT/ST 1 0.4% 

ケアマネジャー 79 31.0% 

その他 11 4.3% 

合 計 255 100.0% 
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問 65．貴法人が介護サービス事業を開始した時期はいつですか 

項 目 件 数 割 合（%） 

1999 年度以前 61 18.0% 

2000 年度～2002 年度 100 29.6% 

2003 年度～2005 年度 76 22.5% 

2006 年度～2008 年度 47 13.9% 

2009 年度～2011 年度 45 13.3% 

2012 年度以後 9 2.7% 

合 計 338 100.0% 

 

問 66．現在の法人形態は、次のうちどれですか 

項 目 件 数 割 合（%） 

株式会社 187 54.8% 

有限会社 137 40.2% 

合同会社 9 2.6% 

合資会社 2 0.6% 

社会福祉法人 3 0.9% 

特定非営利活動法人 1 0.3% 

医療法人 1 0.3% 

協同組合 0 0.0% 

その他 1 0.3% 

合 計 341 100.0% 
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問 67．本部機能はどこに立地していますか 

項 目 件 数 割 合（%） 

北海道 46 13.5% 

青森 10 2.9% 

岩手 30 8.8% 

秋田 3 0.9% 

宮城 59 17.3% 

山形 2 0.6% 

福島 32 9.4% 

北関東 46 13.5% 

東京 21 6.1% 

南関東（東京以外） 24 7.0% 

甲信越 2 0.6% 

北陸 2 0.6% 

中部 22 6.4% 

近畿 23 6.7% 

四国 5 1.5% 

中国 11 3.2% 

九州・沖縄 4 1.2% 

合 計 342 100.0% 
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問 68．手がける介護保険サービス（介護予防サービス含む）は、次のうちどれですか（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 件 数 割 合（%） 

訪問介護 211 61.7% 

訪問入浴介護 35 10.2% 

訪問看護 31 9.1% 

訪問リハビリテーション 3 0.9% 

通所介護 183 53.5% 

通所リハビリテーション 4 1.2% 

福祉用具貸与・販売 62 18.1% 

居宅介護支援 205 59.9% 

居宅療養管理指導 2 0.6% 

短期入所生活介護 25 7.3% 

短期入所療養介護 2 0.6% 

特定施設入居者生活保護 19 5.6% 

夜間対応型訪問介護 8 2.3% 

認知症対応型通所介護 30 8.8% 

小規模多機能型居宅介護 40 11.7% 

認知症対応型共同生活介護 68 19.9% 

地域密着型特定施設入居者生活介護 3 0.9% 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 1 0.3% 

介護老人福祉施設 3 0.9% 

介護老人保健施設 2 0.6% 

介護療養型医療施設 1 0.3% 

その他 10 2.9% 

回答数 342  
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問 69．正規職員及び非正規職員はどのくらいですか(平成 24年 8月末現在) 

 
５人 

未満 

５～10

人未満 

10～20

人未満

20～30

人未満

30～50

人未満

50～100

人未満

100 

人以上 

全体 平均 

（人）

常勤 60 80 77 26 44 15 26 352 46.5

非常勤 68 57 64 35 37 28 36 352 62.3件数 

合計 10 39 67 46 61 50 52 352 109.2

常勤  N=328 18.3 24.4 23.5 7.9 13.4 4.6 7.9 100.0 

非常勤 N=325 20.9 17.5 19.7 10.8 11.4 8.6 11.1 100.0 
割合 
(除無
回答) 

合計  N=325 3.1 12.0 20.6 14.2 18.8 15.4 16.0 100.0 

 

問 70．介護保険事業の前年度決算期における年間売上高をお答え下さい 

項 目 件 数 割 合（%） 

3,000 万円未満 84 25.8% 

3,000 万円以上～5,000 万円未満 48 14.8% 

5,000 万円以上～1億円未満 63 19.4% 

1 億円以上～3億円未満 82 25.2% 

3 億円以上～5億円未満 16 4.9% 

5 億円以上 32 9.8% 

合 計 325 100.0% 
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３．ヒアリング調査概要  

 

○調査目的 

 被災地の在宅介護事業における課題および②被災地への支援を行った事業者の課題を詳細に把

握することを目的として、ヒアリング調査を実施。 
 
○調査方法 

半構造化面接法（直接訪問により聞き取り） 
 
○調査実施期間 

 2012 年 7 月 4 日（水）～2012 年 11 月 6 日（火） 

 

○ヒアリング項目 

【被災事業者・自治体等】 

 被災の状況と発災直後の混乱について 

 福祉サービスの継続に向けた課題と対応策について 

 外部からの支援の受け入れ状況について 

 今後に向けた教訓・備えについて 

【支援事業者】 

 支援活動の概要（支援先、支援内容、支援体制など）について 

 支援時に自法人内および支援先で生じた課題について 

 より支援を行ないやすくするために必要と考えることについて 

 

○調査対象 

 当協議会による支援活動記録や有識者からの推薦により選定された事業者および自治体 15 件 
 
【被災事業者・自治体等】 
 

実施時期 事業者名、自治体名 所在地 

2012 年 8 月 29 日 ぱんぷきん株式会社 宮城県石巻市 

2012 年 8 月 29 日 女川町役場、女川町社会福祉協議会 宮城県女川町 

2012 年 8 月 31 日 釜石市役所 岩手県釜石市 

2012 年 10 月 1 日 社会福祉法人東北福祉会 せんだんの杜ものう 宮城県石巻市 

2012 年 10 月 4 日 社会福祉法人憲心会 特養唐桑園 宮城県気仙沼市 

2012 年 11 月 6 日 
いわき市役所、いわき市社会福祉協議会、 

いわき市地域包括支援センター 
福島県いわき市 
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【支援事業者】 
 

実施時期 事業者名、自治体名 所在地 

2012 年 7 月 4日 有限会社湘南アメニティサービス 神奈川県藤沢市 

2012 年 7 月 5日 株式会社シルバーホクソン 埼玉県川口市 

2012 年 8 月 17 日 株式会社新生メディカル 岐阜県岐阜市 

2012 年 8 月 27 日 株式会社福祉の街 埼玉県東松山市 

2012 年 8 月 31 日 
株式会社ジャパンケアサービスグループ 

平田地区サポートセンター 
岩手県釜石市 

2012 年 9 月 15 日 一般社団法人キャンナス東北 宮城県石巻市 

2012 年 9 月 21 日 ＮＰＯ法人神奈川県介護支援専門員協会 神奈川県藤沢市 

2012 年 10 月 2 日 社会福祉法人東北福祉会 せんだんの杜 宮城県仙台市 

（※）網掛け部分の事業者については、被災事業者としてもヒアリングを実施。 
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第３章 シンポジウムと 

災害発生時の介護事業者必携マニュアル 

の概要 
 

 

 

 

 

 



１．シンポジウムの概要  

 

①目的 

本事業において行ったアンケート調査とヒアリング調査をもとに作成した、成果物『3.11 を忘れ

ない！』東日本大震災の教訓を生かす―災害発生時の介護事業者必携マニュアル―を参加者に配

り、本事業のテーマである、災害発生時における在宅介護サービス事業者に対する支援のあり方、

そして支援の受け入れ方に関して、理解を深める。 

 

●開催日時 平成 25 年３月 16日（土）13：30～16：00 

●会場 笹川記念会館ホール 

●内容 第 1部：基調講演 “民間事業者の底力―東日本大震災と「地域包括ケア」の新展開” 

              小笠原浩一氏（本事業委員長・東北福祉大学大学院総合福祉学科

研究科教授・経済学博士） 

             “災害発生時の介護事業者必携マニュアルができるまで” 

              田中知宏氏（㈱浜銀総合研究所研究員） 

    第２部：パネルディスカッション 

        “体験をどう活かし、どう再生するか？”被害者支援事業者が語る課題とヒン     

         ト 

         司   会：小笠原浩一氏（本事業委員長・東北福祉大学大学院総合福祉学

科研究科教授・経済学博士） 

         パネリスト：渡邊智仁氏（ぱんぷきん株式会社常務取締役） 

               大向一成氏（株式会社ジャパンケアサービス東北本部シニアリ

ーダー） 

               今村あおい氏（株式会社新生メディカル取締役部長） 

●ちらし 次頁参照 
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厚生労働省  平成24年度老人保健健康増進等事業  報告会

3.11を忘れない！
東日本大震災の教訓を
ムダにしないために

＊ 参加者にはもれなく、本事業でつくった大規模災害時の各事業者むけマニュアル本を贈呈します。

お申し込みは２月○日までにFAXにてご送付ください（裏面）

一般社団法人 全国介護事業者協議会 主催
「民間事業者の質を高める」

シンポジウム

13：30～14：30　“民間事業者の底力－東日本大震災と「地域包括ケア」の新展開－”
　　　　　　　　小笠原 浩一氏【本事業委員長・東北福祉大学大学院総合福祉学研究科教授・経済学博士】

14：45～15：00　“災害マニュアルのできるまで”
　　　　　　　　 田中 宏和氏【㈱浜銀総合研究所研究員】

第 1部 基調講演

15：00～16：00　“体験をどう活かし、どう再生するか？” 被災事業者・支援事業者が語る課題とヒント
　　　　　　　　司　　会：小笠原 浩一氏【本事業委員長・東北福祉大学大学院総合福祉学研究科教授・経済学博士】
　　　　　　　　パネリスト：渡邊 　智仁氏【ぱんぷきん株式会社常務取締役】
　　　　　　　　　　　　 大向 　一成氏【株式会社ジャパンケアサービス東北本部シニアマネジャー】
　　　　　　　　　　　　 今村  あおい氏【株式会社新生メディカル取締役部長】

第 2部 パネルディスカッション

3月16日 土 13：30～日時

東京都港区 笹川記念会館（裏面に住所・地図記載）場所

小笠原 浩一氏
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一般社団法人  全国介護事業者協議会  宛

FAX 03-5289-4382
経営マネジメントモデル研修会参加申込書

法人名
事業所名

参加者名

住所

TEL

〒101-0047  東京都千代田区内神田 2-5-3
TEL.03-5289-4381 / FAX.03-5289-4382　http://minkaikyo.info/一般社団法人 全国介護事業者協議会

「民間事業者の質を高める」

氏名（ふりがな） 役職名

FAX

〒108-0073 東京都港区三田 3-12-12　
TEL.03-3454-5062（代）

笹川記念会館アクセス

●JR 田町駅（三田口）より徒歩8分
●都営地下鉄三田線 三田駅より徒歩6分
●都営地下鉄浅草線 泉岳寺駅より徒歩3分

交通のご案内

東武東上線

西武新宿線

京王線

東横線

小田急線 JR中央・総武線

都営12号線
埼京線・至大宮 高崎・宇都宮線

常磐線

総武線

京葉線

浜松町
田町

泉岳寺

三田

お茶の水

高田馬場

新大久保
大久保

東西線

八王子 立川 中野 東中野

新玉川線

京浜東北線

西武池袋線

池袋
31分

新宿
22分

13分

東京
9分

品川
3分

渋谷
15分

羽田
10分

上野
17分

笹川記念会館

至虎ノ門

第一京浜
（国道15号線）

桜
田
通
り

日
比
谷
通
り

〒
高
輪
局
●

●
キ
ヤ
ノ
ン

●
ト
ヨ
タ

御
田
八
幡
神
社
●

三
田
ツ
イ
ン
ビ
ル
西
館
●

三
田
中
央
ビ
ル
●

三
田
中
●

札
の
辻
橋

笹川記念
会館

地
下
鉄
三
田
駅

札
の
辻

泉岳寺

地下鉄泉岳寺駅

A4出口 A1出口
至品川

至品川 至浜松町
JR田町駅

DIC-579D
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２．成果物の概要  

『3.11 を忘れない！』東日本大震災の教訓を生かす―災害発生時の介護事業者必携マニュアル― 

は、アンケート結果・ヒアリングを踏まえ、委員会・ワーキンググループで検討を重ね、1 冊の

本としてまとめた。 

詳細は別添冊子を参照。 

 

シンポジウム参加者・都道府県、全国市区町村の高齢福祉課・アンケート回答者・民介協会員各

事業所に配布。 
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平成 24 年度 老人保健事業推進費等補助金 

老人保健健康増進等事業 

 

 

 

 

 

「民間事業者の質を高める」 

一般社団法人 全国介護事業者協議会 

 

災害発生時における在宅介護サービス事業者に対する 

支援のあり方に関する調査研究 

実施報告書 



 
 
    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     現在と同じ
      

        
     1
     1
            
       D:20120828120048
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     3
     Tall
     722
     407
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     現在と同じ
      

        
     1
     1
            
       D:20120828120048
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     3
     Tall
     722
     407
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20130401155711
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     992
     350
    
     None
     Left
     7.0866
     0.0000
            
                
         Both
         299
         AllDoc
         341
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     3.5433
     Left
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.9a
     QI+ 2
     1
      

        
     11
     86
     85
     86
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base




<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 15%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile ()
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 1200
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 1200
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




